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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ネットワークスペクトル効率を向上させる、仰
角面でのセル間同一チャネル干渉を空間フィルタリング
するための方法および装置を提供する。
【解決手段】基地局システムは、位相差信号または振幅
差信号に応じた可変仰角面ビームチルトを持つ空間コヒ
ーレントメインビームを二つのポートで生成するための
少なくとも二つのポートを有するビームフォーミングネ
ットワークを包含する第１受動ＲＦアンテナアセンブリ
と、位相差信号または振幅差重み付け信号を処理してベ
ース帯域信号にするための、第１受動ＲＦアンテナアセ
ンブリに連結されたＲＦ・ベース帯域下方変換段階と、
ベース帯域信号でベクトル加算を実施するための最大比
受信合成段階とを包含する。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位相差信号または振幅差信号に応じた可変仰角面ビームチルトを持つ空間コヒーレント
メインビームを二つのポートで生成するための、少なくとも二つのポートを有するビーム
フォーミングネットワークを包含する第１受動ＲＦアンテナアセンブリと、
　前記位相差信号または振幅差重み付き信号を処理してベース帯域信号にするための、前
記第１受動ＲＦアンテナアセンブリに連結されたＲＦ・ベース帯域下方変換段階と、
　前記ベース帯域信号にベクトル加算を実施するための受信合成段階と、
を包含する基地局システム。
【請求項２】
　前記ベクトル加算の実施が最大比合成プロセスを実施することを包含する、請求項１の
基地局システム。
【請求項３】
　前記位相差信号または振幅差信号がセルラーネットワークの複数の移動端末と関連する
、請求項１の基地局システム。
【請求項４】
　複数の移動端末と関連する前記位相差信号または振幅差信号が多数の平行受信ダイバー
シティ合成プロセスとして処理される、請求項３の基地局システム。
【請求項５】
　前記最大比合成プロセスが事前検出最大比合成プロセスを包含する、請求項２の基地局
システム。
【請求項６】
　前記最大比合成プロセスが事後検出最大比合成プロセスを包含する、請求項２の基地局
システム。
【請求項７】
　前記受動ＲＦアンテナアセンブリがさらに、送受信二重化ポートと受信専用ポートとを
包含し、前記送受信二重化ポートが、送信信号を送信信号経路に、受信信号を受信信号経
路に提供する非二重化動作を実施するための二重フィルタに接続され、前記送信信号経路
が、二つの送信信号ブランチを生成するためのＲＦスプリッタに接続されてＲＦ位相シフ
タが前記ブランチの一方に形成され、前記二つの送信ブランチが、一対の二重フィルタを
使用して再二重化される位相差信号対を生成し、前記再二重化フィルタの出力が前記ビー
ムフォーミングネットワークの前記二つのポートに接続される、請求項１の基地局システ
ム。
【請求項８】
　前記受動ＲＦアンテナアセンブリがさらに、送受信二重化ポートと受信専用ポートとを
包含し、前記送受信二重化ポートが、送信信号を送信信号経路に、受信信号を受信信号経
路に提供する非二重化動作を実施するための二重フィルタに接続され、前記送信信号経路
が、二つの送信信号ブランチを生成するためのＲＦスプリッタに接続されてＲＦ位相シフ
タが前記ブランチの一方に形成され、前記二つの送信ブランチが、後で一対の二重化フィ
ルタを使用して再二重化される振幅差信号対にハイブリッド合成器により変換される位相
差信号対を生成し、前記再二重化フィルタの出力が前記ビームフォーミングネットワーク
の前記二つのポートに接続される、請求項１の基地局システム。
【請求項９】
　前記受動ＲＦアンテナアセンブリがさらに、送受信二重化ポートと受信専用ポートとを
包含し、前記送受信二重化ポートがハイブリッド合成器の第１入力ポートに接続されて前
記受信専用ポートが前記ハイブリッド合成器の第２入力ポートに連結され、前記ハイブリ
ッド合成器の出力が前記アンテナビームフォーミングネットワークの前記二つのポートに
接続され、前記出力の一方が位相シフタに印加されて送信信号の可変仰角チルトを可能に
する、請求項１の基地局システム。
【請求項１０】
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　前記受動ＲＦアンテナアセンブリがさらに、送受信二重化ポートと受信専用ポートとを
包含し、前記送受信二重化ポートが前記アンテナビームフォーミングネットワークの前記
二つのポートの一方に直接的に接続されて前記受信専用ポートが前記アンテナビームフォ
ーミングネットワークの前記二つのポートの他方に直接的に連結される、請求項１の基地
局システム。
【請求項１１】
　さらに、
　前記第１受動ＲＦアンテナアセンブリに対する直交偏波である第２受動ＲＦアンテナア
センブリ、
を包含し、
　前記受信合成段階が、前記ベース帯域信号の四つのブランチにベクトル加算を実施する
ためのものである、
請求項１の基地局システム。
【請求項１２】
　さらに、
　前記第１受動ＲＦアンテナアセンブリに対する直交偏波である第２受動ＲＦアンテナア
センブリ、
を包含し、
　前記受動合成段階が、前記ベース帯域信号の四つ以上のブランチにベクトル加算を実施
するためのものである、
請求項１の基地局システム。
【請求項１３】
　移動端末と関連するベース帯域データシンボルを二つのベース帯域ブランチにマッピン
グするとともに、複素事前コード化重みによる前記信号ブランチの倍増を介して前記ブラ
ンチを事前コード化して事前コード化信号を発生させるため前記二つの信号ブランチの間
に位相差を付与するための事前コード化段階と、
　前記事前コード化信号にリソースを配分するための配分段階と、
　前記事前コード化信号を変調信号に変調するための変調段階と、
　前記変調信号をＲＦ信号に上方変換するためのベース帯域・ＲＦ上方変換段階と、
　前記ＲＦ信号を受信するためと、位相差信号に応じた可変仰角面ビームチルトを持つ空
間コヒーレントメインビームを前記二つのポートで生成するための少なくとも二つのポー
トを有するビームフォーミングネットワークを包含する第１受動ＲＦアンテナアセンブリ
と、
を包含する基地局システム。
【請求項１４】
　位相差信号または振幅差信号に応じた可変仰角面ビームチルトを持つ空間コヒーレント
メインビームを第１受動ＲＦアンテナアセンブリのビームフォーミングネットワークの二
つのポートで生成することと、
　前記第１受動ＲＦアンテナアセンブリに連結されたＲＦ・ベース帯域下方変換段階を介
して、前記位相差信号または振幅差重み付き信号を処理してベース帯域信号にすることと
、
　受信器合成段階を介して前記ベース帯域信号でベクトル加算を実施することと、
を包含する方法。
【請求項１５】
　前記ベクトル加算の実施が最大比合成プロセスを実施することを包含する、請求項１４
の方法。
【請求項１６】
　前記位相差信号または振幅差信号がセルラーネットワークの複数の移動端末と関連する
、請求項１４の方法。
【請求項１７】
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　複数の移動端末と関連する前記位相差信号または振幅差信号が多数の平行受信ダイバー
シティ合成プロセスとして処理される、請求項１６の方法。
【請求項１８】
　前記最大比合成プロセスが事前検出最大比合成プロセスを包含する、請求項１５の方法
。
【請求項１９】
　前記最大比合成プロセスが事後検出最大比合成プロセスを包含する、請求項１５の方法
。
【請求項２０】
　前記受動ＲＦアンテナアセンブリがさらに、送受信二重化ポートと受信専用ポートとを
包含し、前記送受信二重化ポートが、送信信号を送信信号経路に、受信信号を受信信号経
路に提供する非二重化動作を実施するための二重フィルタに接続され、前記送信信号経路
が、二つの送信信号ブランチを生成するためのＲＦスプリッタに接続されてＲＦ位相シフ
タが前記ブランチの一方に適用され、前記二つの送信ブランチが、一対の二重化フィルタ
を使用して再二重化される位相差信号対を生成し、前記再二重化フィルタの出力が前記ビ
ームフォーミングネットワークの前記二つのポートに接続される、請求項１４の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願
【０００２】
　本出願は、２０１１年８月１９日に出願された米国仮特許出願番号第６１／５２５，６
２５号について米国特許法第１１９条（ｅ）項に基づく優先権を主張し、同出願はその全
体が参照により援用される。
【０００３】
　本開示は、概ね仰角面空間ビームフォーミングに関し、より具体的にはネットワーク空
間効率を向上させることになる仰角面でのセル間同一チャネル干渉を空間フィルタリング
するための方法および装置に関する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第６４８３４７８号
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一実施形態において、本開示は、ネットワーク空間効率を向上させることになる仰角面
でのセル間同一チャネル干渉を空間フィルタリングするための方法および装置を提供する
。例えば、一実施形態において、基地局システムは、位相差信号または振幅差信号に応じ
た可変仰角面ビームチルトを持つ空間コヒーレントメインビームを二つのポートで生成す
るための少なくとも二つのポートを有するビームフォーミングネットワークを包含する第
１受動ＲＦアンテナアセンブリと、位相差信号または振幅差重み付け信号を処理してベー
ス帯域信号にするための、第１受動ＲＦアンテナアセンブリに連結されたＲＦ・ベース帯
域下方変換段階と、ベース帯域信号でベクトル加算を実施するための受信合成段階とを包
含する。
【０００６】
　別の実施形態において、基地局システムは、移動端末と関連するベース帯域データシン
ボルを二つのベース帯域信号帰路にマッピングするとともに、複素事前コード化重みによ
る信号ブランチの多重化を介してブランチを事前コード化して事前コード化信号を発生さ
せるために二つの信号ブランチの間に位相差を付与するための事前コード化段階と、事前
コード化信号にリソースを配分するための配分段階と、事前コード化信号を変調信号に変
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調するための変調段階と、変調信号をＲＦ信号に上方変換するためのベース帯域・ＲＦ上
方変換段階と、ＲＦ信号を受信するためと、位相差信号に応じた可変仰角面ビームチルト
を持つ空間コヒーレントメインビームを二つのポートで生成するための少なくとも二つの
ポートを有するビームフォーミングネットワークを包含する第１受動ＲＦアンテナアセン
ブリを包含する。
【０００７】
　別の実施形態において、方法は、第１受動ＲＦアンテナアセンブリのビームフォーミン
グネットワークの二つのポートで位相差信号または振幅差信号に応じた可変仰角面ビーム
チルトを持つ空間コヒーレントメインビームを生成することと、第１受動ＲＦアンテナア
センブリに連結されたＲＦ・ベース帯域下方変換段階を介して位相差信号または異振幅重
み付け信号を処理してベース帯域信号にすることと、受信合成段階を介してベース帯域信
号にベクトル加算を実施することとを包含する。
【０００８】
　本開示の教示は、添付図面とともに以下の詳細な説明を検討することによって容易に理
解されうる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】可変チルトを持つビームを生成できるアンテナビームフォーミングネットワーク
およびアンテナ素子アレイを示す図であり、チルト角はビームフォーミングポートに印加
される位相差と相関する図である。
【図２】可変チルトを持つビームを生成できるアンテナビームフォーミングネットワーク
およびアンテナ素子アレイを示す図であり、チルト角はビームフォーミングポートに印加
される振幅差と相関する図である。
【図３】様々な実施形態について想定される無線チャネルマルチパス幾何学的配置を示す
図である。
【図４】ＶＡおよびＶＢポートでの位相差に応じた可変チルトに基づいて受動アンテナア
レイによるＭＲＣ受信合成プロセスを含む２Ｔ４Ｒ基地局を使用するアップリンク仰角ビ
ームフォーミングを示す図である。
【図５】ＶＡおよびＶＢポートでの振幅差に応じた可変チルトに基づいて受動アンテナア
レイによるＭＲＣ受信合成プロセスを含む基地局を使用するアップリンク仰角ビームフォ
ーミングを示す図である。
【図６】ＶＡおよびＶＢポートでの位相差に応じた可変チルトに基づいて受動アンテナア
レイによるＭＲＣ受信合成プロセスを含む２Ｔ４Ｒ基地局を使用するアップリンク仰角ビ
ームフォーミングを示す図である。
【図７】ＶＡおよびＶＢポートでの振幅差に応じた可変チルトに基づいて受動アンテナア
レイによるＭＲＣ受信合成プロセスを含む２Ｔ４Ｒ基地局を使用するアップリンク仰角ビ
ームフォーミングを示す図である。
【図８】ＶＡおよびＶＢポートでの位相差に応じた可変チルトに基づいて受動アンテナア
レイに接続された４Ｔ４Ｒ基地局（四つのポートのうち二つのみ図示）を使用するダウン
リンク仰角ビームフォーミングを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　理解を促すため、可能な場合には各図に共通する同一要素を指すのに同一の参照番号が
使用されている。
【００１１】
　本開示は、概ね仰角面空間ビームフォーミングに関し、またより具体的にはネットワー
クスペクトル効率を向上させることになる仰角面でのセル間同一チャネル干渉を空間フィ
ルタリングするための方法および装置に関する。
【００１２】
　無線通信システムに使用するための多数のアンテナ技術は、広範囲のアプリケーション
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とアンテナ構成とを内含する。これらが何であるかについて詳しく論じることはこの序論
の範囲を超えるものであるが、ダイバーシティ（diversity）、空間多重化ビームフォー
ミング、そして空間ビームフォーミングという三つのタイプのアプリケーションに大まか
に分割されうると述べることで充分である。
【００１３】
　アンテナダイバーシティは、セルラー産業で利用されうる技術であり、基地局において
受信ダイバーシティの形で様々なレガシーセルラーネットワークで利用されて有効ダイバ
ーシティ利得をアップリンクチャネルに提供する。ＵＭＴＳ／ＨＳＰＡ＋などの技術によ
り、送信ダイバーシティはダウンリンクチャネルのための基地局にも適用可能である。付
加的に、二つ以上のアンテナを装備する移動端末（携帯電話、スマートフォン、タブレッ
ト、その他など）も、アップリンクのための送信ダイバーシティを備えてダウンリンクで
は受信ダイバーシティを利用することができる。受信ダイバーシティと送信ダイバーシテ
ィとの組み合わせは、通信リンクでも可能である。ダイバーシティは、多経路フェーディ
ング無線チャネルに対するリンクロバスト性を向上することを目的とし、これは、セルラ
ーネットワークのカバー率を向上させるのに有益であるリンク利得と言い換えられ、実際
には処理量／容量の利得と言い換えることができる。ダイバーシティは、受信ダイバーシ
ティの場合に送信（Ｔｘ）アンテナと各受信アンテナ（Ｒｘ）との間に脱相関（de-corre
lated）または部分相関の多経路無線チャネルを利用することによって達成され、送信ダ
イバーシティにも同じことが当てはまる。多経路脱相関は、充分な空間分離を使用するこ
と、および／または、二つ以上のアンテナの直交偏波を利用することによって達成されう
る。脱相関に充分な空間分離は、アンテナに関する無線チャネル散乱体の相対位置と相関
するアンテナ配列により観察される無線チャネルの角分散と相関する。散乱環境のかなり
上方にあるリンクのマクロセルラー基地局側では、充分な距離は４０λ程度までであるの
に対して、端末側でのアンテナ間の充分な距離はλ／２未満であろう。これは、多経路は
一般的に散乱体に囲まれる移動端末に対してあらゆる角度で出入する傾向があるのに対し
て、基地局アンテナでは、一つの移動端末に出入する無線周波数（ＲＦ）エネルギーは有
限の角度範囲内で到達する傾向があるからである。
【００１４】
　受信ダイバーシティについては、受信される各信号が合成されて、信号ノイズ比（ＳＮ
Ｒ）などある種のメトリックを最大化する。よくある合成技術は、各信号が同位相にされ
てから瞬間ＳＮＲにより重み付けされて、実際にはベクトル加算プロセスで一緒に加算さ
れる最大比合成（ＭＲＣ）技術である。合成機能は通常、下方変換後に複素ベース帯域で
発生し、ここで多数のＭＲＣプロセスは、多重アクセス通信システムですべてのアクティ
ブ通信リンクについて同時に進行する。ＭＲＣは、ノイズ制限無線チャネルで最適合成方
式として作用することが分かっている。
【００１５】
　干渉制限無線チャネルの場合には、干渉除去合成（ＩＲＣ）など、他の合成方式が、特
にセル内干渉除去のため、基地局でのアップリンクの多重アクセスセルラーシステムで使
用されうる。この場合のＩＲＣは、必要な信号からの同一チャネルセル内干渉を最大限抑
制するかむしろ解消する複素重みを見つけることを目的とし、当然であるが、干渉が伝達
される無線チャネルが周知であることを想定しており、これはセル内干渉を除去しようと
する基地局の場合である。ＩＲＣ方式はノイズに対する感度が高いことを示すことができ
、ハイブリッド方式および最小二乗平均誤差（ＭＭＳＥ）処理に基づくものは、安定性の
理由からノイズにも使用されることが多いが、たいていはこのような受信合成方式は概し
て、歴史的な理由からＭＲＣと称される。
【００１６】
　送信ダイバーシティは、受信ダイバーシティと同じように、独立した、または一部独立
した無線チャネルを利用する。時分割二重通信（ＴＤＤ）に基づく無線アクセスシステム
については、無線チャネルのコヒーレント帯域幅と等しいかそれより速い速度で無線チャ
ネルが（パイロットまたは基準シンボルを介して）測定されうると仮定すると、受信ダイ
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バーシティから導出されるのと同一の位相および重み係数を送信ダイバーシティについて
使用することが可能である。この場合、送信ダイバーシティは事前コード化と呼ばれ、送
信ダイバーシティアンテナを介した送信の前に、情報シンボルが事前コード化される（振
幅および位相を調節するため複素重みによって倍増される）。これはたいてい、前置コー
ダに基づくビームフォーミングとも称される。しかし、アップリンクおよびダウンリンク
チャネルに異なるＲＦスペクトルを使用する周波数分割二重送信（ＦＤＤ）無線アクセス
システムでは、逆リンク信号方式での高速で大量のオーバーヘッドが許容されないかぎり
、送信ダイバーシティを与える前置コーダに基づくビームフォーミングは現実的に可能で
はない。例えば、ダウンリンクで受信された瞬間チャネルを基地局に伝えるアップリンク
については、基地局は送信のためのデータを事前コード化できる。ＦＤＤシステムのため
の送信ダイバーシティはたいてい、空間時間ブロックコード化（ＳＴＢＣ）または空間周
波数ブロックコード化（ＳＦＢＣ）技術を代替的でより実用的な手段として使用する。こ
こで、連続情報シンボル対が第１アンテナから送信され、同時に符号が逆転して複素共役
された同様のシンボルが基地局で第２アンテナから送信される。（単一アンテナを使用す
る）受信端末では、端末は二つの連続シンボルを受信し、各受信シンボルは送信されるシ
ンボルの合成ベクトルである。（周期的なダウンリンクパイロットシンボルを測定する端
末を介した）無線チャネルが周知であり（そして該無線チャネルがダウンリンク無線チャ
ネル推定インターバルの間で脱相関ではなく）、送信ダイバーシティ方式が周知であると
すると、事実上はチャネル逆マトリクスによる受信シンボルの倍増である複雑な同時方程
式を使用してオリジナルの送信シンボルが完全に回復されうる。
【００１７】
　ＮｘＭ空間多重化ビームフォーミングは、通信リンクの送信側でのＮ個のマルチアンテ
ナと受信側でのＭ個のマルチアンテナとに基づく技術であることを意味するＮ×Ｍ　ＭＩ
ＭＯ（マルチプルイン‐マルチプルアウト）と称されることが多い。完全性のため、受信
ダイバーシティはシングルイン‐マルチプルアウトを表すＳＩＭＯと称されることが多く
、送信ダイバーシティはマルチプルイン‐シングルアウトを表すＭＩＳＯと称される。厳
密に述べると、一緒に作動するＭＩＳＯおよびＳＩＭＯは送信および受信ダイバーシティ
の組み合わせに過ぎず、ＭＩＭＯとも呼ばれるが、この配置は空間多重化を実施していな
い。空間多重化ビームフォーミング（通常は空間多重化と呼ばれる）は、各々が同一の周
波数および時間リソースを使用する多数の情報ストリームまたは層の送信および受信によ
り、信号品質またはロバスト性ではなくスペクトル効率を上昇させることを目的とするが
、空間寸法では直交性が求められる。空間多重化は、ダイバーシティのように、各送信（
Ｔｘ）アンテナと各受信（Ｒｘ）アンテナとの間の脱相関または部分相関の多経路無線チ
ャネルに依存しこれを利用する。一般的にこの相関は、ＴｘアンテナからＲｘアンテナ無
線チャネルのすべての組み合わせを獲得する無線チャネル複素マトリクスで数学的に表さ
れる。ダイバーシティについてと同じ方法で、充分な空間分離を使用すること、および／
または通信リンクの各側での多数のアンテナの直交偏波を利用することにより、脱相関が
達成されうる。空間多重化理論は、通信リンクのＴｘおよびＲｘ側の間での別々の情報の
送信に同一の時間および周波数リソースをＫ回まで再利用することによりスペクトル効率
を上昇させることが可能であり、リンクの各側ではＫ個のアンテナ、脱相関無線チャネル
はＫ２であることを実証できる。２×２の空間多重化チャネルを検討する一つの方法は、
送信される二つの信号を現実に、相互に対する干渉を発生させる二つの信号にすることで
ある。受信アンテナにより受信される二つの信号はこの時、他の信号を抑制するＩＲＣを
実行することで、結果的に二つの直交情報ストリームを生じる。このプロセスを検討する
別の方法は、無線チャネル複素マトリクスの逆関数を受信信号に適用して必要な信号とす
ることである。ＩＲＣについて上述したように、良好な無線チャネル脱相関が存在したと
しても、信号に高レベルのノイズが見られる、つまりＳＮＲが低いならば、空間多重化は
確実ではない。しかし空間多重化は実際には、ＬＴＥシステムのように、単にチャネル逆
関数を受信側に適用することによってではなく、送信のための信号を事前コード化して受
信側で信号を復号することによって達成され、事前コード化と復号ではともに、チャネル
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逆関数を実施する。この事前コード化構成は、受信側での信号絶縁の改良により良好な性
能を可能にする。事前コード化による空間多重化はまた、完全な無線チャネルマトリクス
脱相関が達成されない場合に、事前コード化ビームフォーミングと空間多重化との組み合
わせを可能にする。送信ダイバーシティについてすでに述べたように、ＦＤＤシステムで
は、またダウンリンクチャネル事例を検討すると、理想的な事前コード化であれば、ダウ
ンリンク無線チャネルの完全で高速の持続的フィードバックを必要とするだろう。しかし
、これは、アップリンク信号方式については大きなオーバーヘッドを必要とし、代わりに
ＬＴＥなどのシステムについては、信号品質やダウンリンク無線チャネルがどのように脱
相関となるかなどの主要パラメータを端末が基地局に報告し、それから基地局が、情報シ
ンボルを事前コード化するための有限数の事前コード化マトリクス集合から使用すべき事
前コード化マトリクスを決定し、どの事前コード化マトリクスが現在の時間間隔で使用さ
れるかを端末に伝える。これは、コードブックに基づく空間多重化、またはコードブック
に基づくビームフォーミング（つまり空間多重化のためのビームフォーミング）と呼ばれ
る。付加的に、端末はＬＴＥにより、基地局が使用するための周知のコードブックから事
前コード化マトリクスを提案することができる。この空間チャネル情報フィードバックと
、コードブックに基づく事前コード化の制約は実用的な空間多重化を可能にする。
【００１８】
　空間多重化およびダイバーシティは脱相関無線チャネルに基づくのに対して、従来の空
間ビームフォーミングは高相関の無線チャネルを利用する技術であり、通常は線形アレイ
で配列される多数のアンテナは、特定の空間方向にエネルギーを出入させる、および／ま
たは他の空間方向からの同一チャネル干渉を除去（空間フィルタリング）するように同位
相化される。時には従来のビームフォーミングと称される空間ビームフォーミング、コヒ
ーレントビームフォーミング、または単なるビームフォーミングは、送信ダイバーシティ
および空間多重化で使用されるような前置コーダに基づくビームフォーミングとは異なる
。前置コーダに基づくビームフォーミングは、送信側ビームフォーミングの最も一般的な
解釈と考えられ、空間ビームフォーミングは特定の部分集合である。空間ビームフォーミ
ングは、Ｔｘアンテナ‐Ｒｘアンテナ無線チャネルの間の強い無線チャネル相関を利用し
、マクロ基地局での（空間）ビームフォーミングのために設計されるようなアンテナは、
一般的に短い距離（一般的にはλ／２）によって分離され、一般的には従来のアンテナア
レイとして配列される。ビームフォーミングは、通信リンクの送信側または受信側、ある
いは実際にはその両方に適用されうる。注：ビームフォーミングに言及する際に、アレイ
のアンテナは普通、アンテナアレイのアンテナ素子と呼ばれるが、（アンテナ）アレイは
単一のアンテナそのものとも考えられる。ビームフォーミングは、それぞれ空間多重化ま
たはダイバーシティのようにチャネル処理量またはロバスト性を直接的に上昇させるので
はなく無線リンク品質を向上させるように考案されている。ビームフォーミングは、異な
るコヒーレント空間放射パターンが位相および／または振幅の制御を介してアレイの各ア
ンテナ素子に形成されることを可能にする。セルラー通信システムで使用される時のビー
ムフォーミングは、カバー率または容量の上昇と言い換えられるかまたは間接的にそのた
めに利用されうるＣ／Ｉレベルを向上させる。上記のように、ビームフォーミングでは多
数のアンテナ（アンテナ素子）を使用するが、ＳＩＭＯ、ＭＩＳＯ、およびＭＩＭＯ分類
基準で単一のアンテナと考えられる。そのため、空間多重化またはダイバーシティと（空
間）ビームフォーミングとのハイブリッド組み合わせを使用することも可能である。
【００１９】
　空間多重化、ダイバーシティ、およびビームフォーミングは、多数のアンテナを使用す
るアプリケーションの理解を助ける分類または記述語に過ぎない。上記のように、位相お
よび振幅の操作と続く処理とは各アンテナと関連する各情報シンボルについて実行される
ので、これらはすべて最も一般的な意味ではビームフォーミングと事実上は考えられる。
時には、ビームフォーミングの語はこれらすべての多数アンテナ技術を指すのに使用され
る。しかし、例えば直交偏波アンテナが使用される空間多重化またはダイバーシティを検
討する時には、よく知られている極座標またはデカルト座標での「ビーム」は現実には、
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従来のコヒーレントまたは空間収束放射パターンによる視覚化または説明は不可能である
。事実、ビームフォーミングの語が空間多重化またはダイバーシティの状況で使用される
時には、厳密には、分散無線チャネルでの前置コーダに基づくビームフォーミングという
一般的分類を指し、「ベクトル」空間における必要情報信号の非常に局所的なコヒーレン
ト性および／または不要同一チャネル信号の非コヒーレント性を生成するものとして実体
的に考えられ、必要ＲＦエネルギーが空間内の特定箇所、時間、および周波数ではコヒー
レント性であって、旧式の空間ビームフォーミングのようにアンテナからの角度または方
向でのコヒーレント性ではないことを意味する。しかし、本開示の目的では、ビームフォ
ーミングの語は、前段階落で説明されたように、ビームが角領域で完全に説明される、つ
まり極またはデカルト座標を使用する放射パターンがビームフォーミングを完全に説明す
るのに使用可能であるアレイ構成で近傍連結アンテナ（つまりアンテナ素子）のアレイを
使用する「旧式」空間コヒーレントビームフォーミングを意味する。
【００２０】
　空間ビームフォーミングを主題とする多くの文献が存在するが、スイッチビームフォー
ミングと適応ビームフォーミングという二つの広い分類に分けられる。Ｎ×Ｎバトラーマ
トリクスから得られるＮ個のアンテナ（たいていはアンテナ素子と呼ばれる）のアンテナ
アレイなどのスイッチビームアンテナにより、分配ネットワークは、Ｔｘ動作モードを考
慮すると、Ｎ個の異なる空間的直交放射パターン（ビーム）の一つがバトラーマトリクス
のＮ個の異なる入力ポートの一つへＲＦ信号接続を介して発生されるようにする。バトラ
ーマトリクスは受動分配ネットワークであるので、Ｒｘモードの相互的事例も設けられる
。
【００２１】
　スマートアンテナアレイとも称される適応アレイは、各アンテナ（アンテナ素子）での
独立したＲＦ位相／振幅変動に基づき、ゆえに非常に広範囲の可能放射パターンが生じる
。旧式コヒーレント空間ビームフォーミング理論は、Ｎ個のアンテナ素子が設けられると
、Ｎ個の空間ビームとＮ－１個の空間角度ゼロを生成するのに使用されうるＮ個の位相／
振幅制御の自由度が可能であることを実証できる。アンテナ素子での位相／振幅の制御は
、ＲＦビームフォーミングまたはデジタルビームフォーミング技術を使用して達成されう
る。送信モードを考えると、各アンテナ素子と関連する振幅または利得を変動させうるＲ
Ｆ出力増幅器（ＰＡ）およびＲＦ位相シフト構成とを使用すれば、ＲＦビームフォーミン
グが一般的に達成されるだろう。アンテナでの受信については、各アンテナ素子と関連す
る可変利得低ノイズ増幅器（ＬＮＡ）および位相シフト構成の使用が必要とされる。ＲＦ
ビームフォーミング技術の自明な例は、可変電気チルト方法を利用する従来のセルラー基
地局アンテナである。この事例では、メインビーム仰角パターンチルト角を変化させるこ
とを目的として、アレイの各アンテナ素子（たいていは要素対を駆動する位相シフタ）で
、可変位相シフタが使用される。しかし、基地局に出入する変調セルラーＲＦ信号は、例
えばセルラーネットワークの事例であるように概して異なる空間位置にある異なる端末／
ユーザと通常は関連する周波数、コード領域、または空間領域（空間多重化が使用される
場合）において分離された多数の埋め込み情報信号を同時に搬送する。例えばセルラーネ
ットワークでのＲＦビームフォーミングの短所は、（異なる端末により送信または受信さ
れる）すべての情報が同一であるが適応型の放射パターンを共有することである。
【００２２】
　しかしデジタルビームフォーミングは、（受信チャネルを考慮すると）各アンテナ素子
からのＲＦ信号のデジタル変換と類似したＲＦ・ベース帯域変換またはＲＦ置換を実施す
る。このプロセスの結果、Ｎｘ個のアンテナ素子と関連するＮｘ個の複素ベース帯域信号
が生じる。これらの複素ベース帯域信号の各々に複素重みを加えることにより、これが実
際のアンテナ素子でのＲＦ領域の位相／振幅を変化させることが分かる。デジタルビーム
フォーミングの長所はアンテナ素子でのＲＦ位相／振幅制御の必要性を無くして、代わり
に、アンテナ素子と関連する固定利得および固定位相遅延の使用を可能にする。また、ベ
ース帯域信号の多数のコピーが生成され、独立的かつ同時的に処理される。これは、セル
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ラーネットワークにおいて異なる位置で、またはより正確にはアンテナアレイに対して出
入する異なる方角または方向にある個々のユーザ／端末について独立的ビームフォーミン
グを許容する。実際に、多数の同時発生ビームが異なるユーザについて発生されることが
あり、各ビームは各ユーザ／端末についての特定の情報／データを搬送する。
【００２３】
　ＬＴＥセルラーシステムのダウンリンクチャネルについては、送信ダイバーシティ、空
間多重化ＭＩＭＯ、および空間ビームフォーミングがすべて可能であり、前置コーダと呼
ばれるものにおいて複素ベース帯域の情報シンボルに複素重みを加えることにより達成さ
れる。前置コーダは、上述のように、ビームフォーミングの実現すべてと関連するコード
化のベース帯域処理を説明する最も一般的な語である。ダイバーシティおよび空間多重化
については、事前コード化は、多経路無線チャネル相関の低いアンテナに使用されるよう
に考案される。より旧式のビームフォーミングでは、前置コーダは多経路無線チャネル相
関の高いアンテナに使用されるように考案される。空間多重化では、多経路チャネルフェ
ーディング率と比例する速度で事前コード化重みが変化するのに対して、旧式のビームフ
ォーミングでは、セル内で大きく移動した端末と比例するはるかに低い速度で前置コーダ
重みが変化する。最終的に、ＦＤＤ　ＬＴＥシステムについては、空間多重化は事前コー
ド化に基づくコードブックに基づくのに対して、空間ビームフォーミングは非コードブッ
ク事前コード化に基づく、つまり任意の事前コード化ベクトルが使用されうる。
【００２４】
　セルラー通信システム、また特に３ＧＰＰなどのアクセス技術では、ＬＴＥにより多様
な多数アンテナ構成で空間多重化、アンテナダイバーシティ、およびビームフォーミング
を利用できる。例えば、ＬＴＤセルラーアプリケーションは、周波数分割二重通信（ＦＤ
Ｄ）動作であると仮定すると、４Ｔ４Ｒ基地局と普通は呼ばれるもの、つまり４ｘ二重Ｔ
ｘ／Ｒｘポートを有するものに接続された４ｘ受動アンテナアレイを使用できる。この基
地局は、ＴｘアンテナとＲｘアンテナとの間の無線チャネル（ブランチ）脱相関を確実に
するのに充分なほど大きなアンテナ間隔を有する４ｘ同一偏波アンテナに接続される。こ
れにより、空間多重性の４ブランチアンテナダイバーシティまたは４を超える平行層（端
末に４アンテナと仮定）が可能となる。この構成の短所は、基地局サイトのセクタごとに
４個のアンテナ位置を必要とすることである。
【００２５】
　４ブランチアンテナダイバーシティを達成するより実用的な構成は、間に充分な間隔を
有する二つの交差偏波アンテナを使用するものだろう。この構成は、基地局サイトのセク
タごとの物理アンテナ位置の数を２個に減少させる。この構成または４ｘ同一偏波アンテ
ナ構成では、多くの無線チャネルマトリクスが完全な脱相関、ゆえに非最適な空間多重化
ＭＩＭＯを呈しないことがそれでも可能である。
【００２６】
　二つのアンテナ位置の使用が禁じられ、および／またはＴｘアンテナ‐Ｒｘアンテナ無
線チャネルマトリクスが４ブランチダイバーシティまたは四つの平行空間多重化を維持す
るのに充分なほど脱相関化されない場合には、４Ｔ４Ｒ基地局は、～λ／２のアンテナ間
距離を持つ４ｘ線形同一偏波アンテナ、または同一偏波アンテナ間の距離が～λ／２であ
る２ｘ交差偏波アレイに接続され得、この結果、コヒーレント空間ビームフォーミングと
なる。これらの構成は、単一だが若干は大きいアンテナ位置が基地局サイトで使用される
ことを許容する。後者の構成は、偏波ダイバーシティ（２ブランチアンテナダイバーシテ
ィまたは２×２空間多重化ＭＩＭＯの可能性について）に加えてコヒーレントビームフォ
ーミング機能つまり二つの同一偏波アンテナ間の機能を許容するので、これはより好都合
であると考えられる。ＬＴＥでは、これは、つまり各層での空間ビームフォーミングを伴
う二つの空間多重化データ層である「二重層ビームフォーミング」と称されることが多く
、ダウンリンク（基地局送信）のための３ＧＰＰ　ＬＴＥリリース９の仕様に明記されて
いる。
【００２７】
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　ＬＴＥなどのセルラーシステムでは、空間ビームフォーミングの例は方位角面ビームフ
ォーミングである。これは、水平方向並置形状で配置される多数の受動アンテナまたはア
ンテナアレイを使用する。各受動アンテナアレイは、固定放射パターンを持つＲＦ分配ネ
ットワークに接続される垂直面に整列された～λ／２間隔の多数のアンテナ素子の列で構
成される。ここで各受動アレイは単純な静的ビームフォーミング器であり、アレイの個々
のアンテナ素子に位相遅延を加える可変チルト機能（半静的）のみを持つ。適応ビームフ
ォーミング（機能）は受動アンテナアレイに適用され、こうして適応ビームフォーミング
を方位角面に、非適応静的または半静的ビームを仰角面に有する。受動アンテナアレイは
＜λの側方間隔距離を有して、方位角での空間放射パターンビームフォーミングでのコヒ
ーレント性を保証する。
【００２８】
　上記の例では、４ｘアンテナに接続された４Ｔ４Ｒ基地局が記載されているが、同様の
ロジックが２Ｔ４Ｒ基地局にも適用可能である。２Ｔ４Ｒ基地局では、２ｘ二重Ｔｘ／Ｒ
ｘチャネルに加えて２ｘＲｘのみのチャネルが利用可能である。これは、四つまでの平行
空間多重化層（端末に４ｘアンテナと仮定）または４ブランチダイバーシティ、またはビ
ームフォーミング、または上記の組み合わせをアップリンクまたは受信チャネルが利用す
ることを可能にする。しかし、ダウンリンクまたは送信チャネルは二つのブランチのみを
利用する。従来の２Ｔ２Ｒ基地局と比べた２Ｔ４Ｒ基地局を使用することの長所は、二つ
のＰＡのみが必要とされて二つの追加受信器の追加コストのみでよく、ＰＡよりかなり安
価だということである。また、セルラーネットワークでの制限リンクであるのは、アップ
リンクチャネルであることが多く、出力が制限されることがさらに多く、そのため追加の
性能を有することによって、受信器の付加および処理によりアップリンクチャネルに利得
が生じ有益である。低分散無線チャネルでは、近間隔の交差極アレイによる単一のアンテ
ナ位置を使用することにより、従来の１Ｔ２Ｒまたは２Ｔ２Ｒの基地局の事例を上回る２
．５～３ｄＢのアップリンク利得が提供され、１メートル離間した二つの交差極アンテナ
よりもダイバーシティ合成利得が１ｄＢ低いだけである。二つの近間隔の交差極アンテナ
を使用することの短所は、携帯電話事業者が必要とする多くのアンテナシステムがマルチ
バンド可能でなければならないことである。上述した近間隔の並置アレイ構成は単一のア
ンテナ位置を達成するが、アレイ形態により、異なるスペクトルバンドのために設計され
た追加アンテナアレイをも取り入れることにはならない。例えば、一般的な事業者は、二
重バンドアンテナにおいて、低バンドアレイ（つまり７９０～９６０ＭＨｚ）と高バンド
アレイ（つまり１７１０～２１７０ＭＨｚ）を希望し得る。バンド間の比率がおよそ２：
１であるとすると、これは、二重バンドアンテナ素子を垂直アレイに配置するとともに単
一バンド（高バンドのみ）アンテナ素子を二重バンドアンテナ素子の間に配置することに
より達成可能である。これは、アレイ面での機械的または電気的な対称性ゆえに両方のバ
ンドについて空間、アンテナビーム追跡および偏向メトリクスを最大化する、業界で周知
のよくある二重帯域固定技術である。２Ｔ４Ｒまたは４Ｔ４Ｒ基地局をサポートするのに
、二つの並置アレイ、つまり高バンドが使用される場合には、三つの並置アレイを高／低
／高にして性能および最小フォームファクタを維持するのは困難である。
【００２９】
　基地局は、複素ベース帯域で４個の受信ブランチの最適な合成を実施するのに４ブラン
チＭＲＣプロセスを使用しうる。ＭＲＣはいくつかのダイバーシティ合成技術の一つであ
り、個々の受信ブランチは複素重みにより倍増されて振幅および位相を変化させる。ＭＲ
Ｃは定義上、端末／特定アップリンクチャネルと関連する受信ブランチを合成して同位相
化し（ベース帯域でベクトル合計を実施し）、各受信ブランチは、このブランチのＳＮＲ
の平方根に比例する係数で重み付けされる。ノイズはブランチの間で脱相関されると推定
される。二つの交差極アンテナが並置される時には、同一偏波アンテナの各対が受ける無
線チャネルは基地局でも事実上同じであり（つまり高相関であり）、ＭＲＣプロセスは、
アップリンクチャネルでの二つの直交偏波の各々について、単純なコヒーレントおよび適
応ビームフォーミング機能を方位角で実施するものと考えられうる。
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【００３０】
　加えて、上記のように、ＭＲＣ実行例を含むダイバーシティ合成が多くの形を取りうる
ことが注意されるべきである。ＭＲＣはその最も厳密な定義において、ノイズ制限無線チ
ャネルで最適な合成を実施する。同一チャネル干渉が相関している時には、ＭＲＣも、Ｉ
ＲＣなどの干渉除去アルゴリズムおよびＭＭＳＥアルゴリズムと合成されうる。すべての
受信合成アルゴリズムを詳しく記すことは、本特許出願の範囲を超えている。しかし、Ｍ
ＲＣは受信事前検出段階または受信事後検出段階で実行されうることが注意されるべきで
ある。ＭＲＣの事後検出実行例では、ＭＲＣシステムは各ブランチでの多経路フェーディ
ング信号を合成の基準として使用してこの信号の包絡線を追跡するように設計されており
、ゆえにＭＲＣプロセスは単純に重みを加えてから合成するので、各受信ブランチからの
位相情報が消失される。事前検出ＭＲＣ実行例では、位相情報が保存されて、同一位相化
、重み付け、および合成を実施する、つまりベクトル加算を実施する。
【００３１】
　従来の基地局アンテナアレイとともに４ブランチ受信ダイバーシティ合成プロセスを使
用する偏波ダイバーシティによる方位角面でのアップリンクビームフォーミングは、上記
のように、二つの受動交差極アンテナアレイを並置構成で配置することによって行われる
。しかし、４ブランチダイバーシティ合成プロセスを使用する仰角面と同じ方法でアップ
リンクビームフォーミングを行うことは容易に可能ではない。二つの交差極受動アンテナ
アレイを垂直面に配置する事例（一つの受動アンテナアレイが他の受動アンテナアレイの
上に置かれる場合）を検討するだろう。しかし、セルラー基地局アンテナのための実用的
な指向性利得については、操作のスペクトルバンドおよび必要な指向性と垂直仰角パター
ンビーム幅とに応じて、多くの垂直積層アンテナ素子、一般的には５～１４個の素子で受
動基地局アンテナ素子アレイが構成されうる。そのため、垂直方向に離間した二つの受動
アレイを使用すると、各受動アレイの位相中心が多数の波長だけ離間する結果となり、ゆ
えに非コヒーレントビームフォーミング操作となり、そのため垂直空間ダイバーシティの
みが達成される。また、高いアンテナアレイほど移動端末に対して出入するより好適な無
線伝搬チャネルを有するという事実により、垂直空間ダイバーシティ技術は二つの交差極
アンテナアレイの間のブランチアンバランスを必ず生じ、ブランチアンバランスは準最適
のダイバーシティ合成という結果を招くことは言うまでもない。
【００３２】
　セルラーネットワークのセルがセルラーモザイク幾何学形状であるとすると、ある無線
アクセス技術については、結果的に得られるネットワーク性能の利点に関して、仰角ビー
ムフォーミングは方位角ビームフォーミングよりも好都合である。ＣＤＭＡ、ＷＣＤＭＡ
（登録商標）／ＵＭＴＳ／ＨＳＰＡ＋、ＬＴＥ／ＬＴＥ‐Ａｄｖａｎｃｅｄ、ＷｉＭａｘ
、そして積極的な部分的周波数ホッピングを含むＧＳＭ（登録商標）／ＧＰＲＳ／ＥＤＧ
Ｅなど、多くのセルラーアクセス技術は、同一セルサイトのセクタ間で、またセルサイト
間で、積極的なスペクトル再利用を行いうる。完全スペクトル再利用が採用されると結果
的に再利用率が１：１となることと、ネットワークがノイズ制限ではなく干渉制限と考え
られうることとに注意されるべきである。方位角面および仰角面におけるセルラーネット
ワークがセルモザイク幾何学形状であって、セルラーネットワークが機能するのが妥当な
平面であると仮定すると、マクロセルラーネットワークでの同一チャネルセル間サイト干
渉が水平線を中心とする狭い範囲の仰角から生じる傾向が常にある。ＷＣＤＭＡ（登録商
標）などのシステムについては、セル内干渉とセル間干渉の両方から干渉を考えることが
でき、セル内干渉はチャネル分散と相関している。しかし、ＬＴＥおよびＧＳＭ（登録商
標）に基づくシステムでは、干渉は主としてセル間干渉であることが分かる。また、ＬＴ
ＥおよびＧＳＭ（登録商標）システムについては、方位角面での同一チャネルアップリン
ク干渉は、隣接のセルサイトおよびそれぞれの利用可動端末が基地局に対してどこに位置
しているかに応じて、方位角と相関した可変性が高いだろう。４ブランチ受信合成プロセ
スで上述したように、二つの交差極受動アンテナアレイを並置構成で使用する時には、こ
れは本質的に直交偏波についての二種類の適応ビームフォーミング自由度を有する。二種
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類のビームフォーミング自由度では、方位角でビームフォーミングして、メインローブを
二つまでとヌルを一つのみを持つ方位角放射パターンを生成することのみが可能である。
セルラーネットワークの同一チャネル干渉が多数の方位角方向から生じる場合には、この
ようにして干渉を抑制するための方位角ビームフォーミングは最適ではないだろう。方位
角での最適ビームフォーミングでは多数のヌルを生成する必要があり、これは付加的なビ
ームフォーミング自由度、ゆえに付加的なアンテナアレイと高次の受信ブランチ合成プロ
セスとを必要とする。これは（大きな全体的アンテナアレイ開口サイズのため）禁止事項
であり、大部分の基地局が、ブランチが４個以上の受信合成プロセスを含むのは容易では
ない。
【００３３】
　垂直整列アンテナアレイからの仰角面で、端末ごとに配向された適応ビームフォーミン
グまたは適応チルト機能を達成する一つの手段は、完全能動アンテナの使用である。能動
アンテナでは、アレイの各アンテナ素子で各能動ユーザ（アップリンクおよび／またはダ
ウンリンク）について複素ベース帯域の位相および振幅の制御を行うことが可能である。
これは当然、ＰＡ、ＬＮＡ，二重通信器構成、上方／下方変換を各アンテナ素子に必要と
する。セルラー基地局アンテナのための実用的な指向性利得については、これは、操作の
スペクトルバンドおよび必要な指向性とその結果としての垂直仰角パターンビーム幅とに
応じて、多くの素子、一般的には５～１４個の素子で構成されうる。能動アレイの短所は
、必要とされるビームフォーミングを付与する高次ブランチ受信合成（アップリンクビー
ムフォーミング）アルゴリズムと一緒に多数の能動電子機器が採用されなければならない
ことである。しかし、高次ビームフォーミングを使用する能動アンテナは、多経路散乱体
がアンテナに比較的近接して（方位角および仰角において）これを囲むミクロセルラー環
境には一般的であるもののような、多経路成分の到達角度が広範囲の角度に及んでいる高
分散無線チャネルに非常によく適している。
【００３４】
　基地局アンテナアレイ構成は、セルラー通信ネットワークでの使用に適したアンテナ分
散ネットワークの使用を包含しうる。分散ネットワークは、セルラーアプリケーションに
適した仰角面にコヒーレントメインビームを形成する複数のアンテナ素子を（送信モード
で）駆動するか（受信モードで）これにより駆動される。分散ネットワークまたはベクト
ルネットワーク合成器は、位相差信号入力／出力へ送られる（送信）かこれから送られ（
受信）て、メインビーム仰角放射パターンチルトの角度は差分信号の位相差と相関してい
る。
【００３５】
　基地局アンテナアレイ構成は、セルラー通信ネットワークでの使用のためにバトラーマ
トリクスも使用しうる。分散ネットワーク（バトラーネットワーク）は、セルラーアプリ
ケーションに適した仰角面にメインビーム放射パターンを形成する複数のアンテナ素子を
（送信モードで）駆動することができ、分散ネットワークは、絶縁状態で駆動された場合
に直交空間ビームを形成する４×４バトラーネットワークの二つのポートに接続される差
分または相補出力信号である信号対から給送（送信）される。さらに、位相・出力変換は
、相補出力の入力対に接続された単純ハイブリッド合成器の使用を通して達成され、ゆえ
に、ハイブリッド合成器への入力信号の位相差に応じてメインビーム可変チルト操作を達
成する。
【００３６】
　同様に、位相・出力変換操作は、ハイブリッド合成器への出力比信号入力と相関させて
メインビームの仰角（チルト）を変化させるため、アンテナ分散ネットワークの位相差入
力ポートに接続されたハイブリッド合成器の使用によっても達成される。
【００３７】
　一実施形態において、本発明の目的は、単純な基地局ＭＲＣに接続された完全受動アン
テナアレイまたはアップリンクチャネルのための同様の受信合成プロセスを使用して、「
端末単位またはユーザ単位の解像度」で適応空間コヒーレントビームフォーミング機能を
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仰角面に与えることである。本発明はまた、二つのブランチの間の位相差または出力差を
採用する単純な２ブランチ（２自由度）ビームフォーミングアルゴリズムを使用する適応
仰角空間ビームフォーミングを行うダウンリンクチャネルとともに使用するための同じ構
成も開示する。
【００３８】
　特に、本発明は、アンテナ分散ネットワーク（送信モード）への入力ポートまたは（受
信モードを検討する時に）アンテナ分散ネットワークからの出力での出力差（出力比）お
よび／または位相差と相関させてメインンビーム放射仰角パターン（チルト）を変化させ
るように設計された受動分散ネットワークを採用する受動アンテナアレイの使用を開示し
ている。
【００３９】
　このようなアンテナ分散ネットワークまたはアンテナビームフォーミングネットワーク
方式を、４ブランチ受信ダイバーシティ合成（４ブランチＭＲＣなど）または一般的には
４ブランチ受信ビームフォーミングアルゴリズムを使用して基地局に接続することにより
、二つの直交偏波アンテナアレイについてユーザ単位または端末単位でアップリンクビー
ムフォーミングまたはチルト操作を達成することが可能である。本発明の一つの実施形態
には、交差極アンテナアレイに接続された４ブランチ基地局受信器が示され、各アンテナ
アレイは位相（または出力）差処理方法を使用する。位相差または出力差に応じて可変チ
ルトが可能なアンテナシステムを使用するかどうかの選択は、どの特定アップリンクダイ
バーシティ合成、アップリンクビームフォーミングアルゴリズム、および（あれば）ダウ
ンリンクビームフォーミングアルゴリズムが基地局で使用されるかに左右されうる。アッ
プリンクビームフォーミングを可能にするのに事前検出ＭＲＣ実行例を採用する２Ｔ４Ｒ
または４Ｔ４Ｒ基地局の事例のように、４ブランチ受信ダイバーシティ方式が利用可能で
ある場合には、複素ベース帯域の各能動アップリンクチャネルについてＭＲＣが位相およ
び振幅を処理することができるので、いずれかのアンテナビームフォーミングネットワー
ク方法（位相または出力処理）が使用されうる。他方、事後検出ＭＲＣが採用されてＭＲ
Ｃ方式が包絡線追跡のために設計される場合には、ＭＲＣ合成の前にこのような位相情報
が消失するので、出力差の処理に基づくアンテナビームフォーミングネットワークがより
適切である。
【００４０】
　一実施形態において、受信器での合成プロセスは、よく見られるＭＲＣプロセスなど多
くの形を取りうる。この合成プロセスは、複素ベース帯域で（つまりＲＦからの下方変換
および復調の後で）受信信号（ブランチ）のベクトル合計を効果的に実施する。ベクトル
合計は、瞬間信号品質または信号強度にしたがって各受信信号に重み付けするとともに、
コヒーレント合成が達成されるように各複素重み付け受信信号ブランチに位相遅延（同位
相動作）を適用するようにして実行される。送信器からの周知の基準信号は、周知の周期
的間隔で送信される。こうして、受信信号の間の位相差の測定を含めて受信信号の信号強
度および信号品質の測定が行われる無線「チャネル推定」を受信器が実施することができ
、さらには、合成プロセスにおいて必要な複素重み付けを決定するために使用される。こ
の受信合成プロセスは、複素ベース帯域受信信号の多数のコピーを作成して、上述したよ
うに基地局無線アップリンクへの各能動独立移動端末について独立処理を行うことにより
、基地局で多数の同時無線リンクに適用されうる。
【００４１】
　ダウンリンク仰角空間ビームフォーミングについては、次に出力増幅される情報信号の
間に位相差を発生させることが、情報信号の間に出力差を発生させることより適した構成
であると予想される。そのため、位相差に応じてチルトを変化させるアンテナビームフォ
ーミング器分散ネットワーク方法が好適である。ダウンリンクビームフォーミングが位相
差を使用するとより好都合である理由は、単純に、出力差方式が有効出力の広範囲の揺れ
を必要とし、リミットでは、（すべての情報信号が一つのチルト角でビームフォーミング
されると推定すると）一方のＰＡからの全出力を必要とするが他方からは必要としないと
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いう事実である。これが大出力ＰＡまたはＰＡのヘッドルームを必要とするのは明らかで
ある。アップリンク仰角ビームフォーミングのための出力差方法およびダウンロードビー
ムフォーミングのための位相差など、位相および出力の処理方法が、異なる二重送信リン
クのための仰角ビームフォーミングの根拠として使用されうることも本発明では予想され
る。例えば、本発明の別の実施形態は、Ｔｘ／ＲｘラインおよびＲｘ専用ライン（２Ｔ４
Ｒ基地局からの４本のラインのうちの２本など）を用いて、１８０°ハイブリッド合成器
の二つの入力にこれらを接続する。次に１８０°ハイブリッド合成器の二つの出力が、ア
ンテナ素子のアレイを駆動するアンテナシステムに接続され、仰角パターンチルト角は位
相差と相関している。この特定実施形態では、単一のＴｘラインがハイブリッド合成器を
介して等しい出力および位相で分離されることで、一定角度のダウンリンクチルト持つ指
向性放射ビームを仰角面に生成するアンテナビームフォーミング器ネットワークを駆動す
る。可変ＲＦ位相シフタもハイブリッド合成器の出力の一つに挿入され、アンテナビーム
フォーミングネットワークの二つのポートの一つへの接続の前に可変ダウンリンクチルト
機能を可能にする。さてこの実施形態の受信側を検討すると、位相差アンテナビームフォ
ーミング器は、アップリンクについての情報を端末から受信し、このアップリンク受信信
号は、アレイへの到達入射角度に応じてビームフォーミングネットワークのポートで、位
相の異なる一対の信号として発生するだろう。これらの受信信号が受信モードで１８０°
ハイブリッド合成器を通過する際に、アップリンク受信信号の位相差が相補的出力差に置
き換えられ、これは次に、事前または事後検出ＭＲＣダイバーシティ合成または類似の方
式を使用して基地局により処理されうる。
【００４２】
　アップリンクおよびダウンリンクチャネルで搬送される情報信号について基地局が位相
差を処理できるか出力差を処理できるかに応じて、様々な実施形態が図示されている。本
発明の動機は、セルサイト（セル中心）からセル境界までセルが異なる距離を持つ傾向が
あるという事実を利用している。これは、各能動端末での、または各能動端末からの空間
仰角パターンを誘導できることにより、基地局へ通信するのに端末が必要とする必要アッ
プリンク出力を縮小させる。アップリンク出力手段の縮小はセル間同一チャネル干渉の軽
減を意味し、これはセルラーネットワークでの改良型Ｃ／Ｉ幾何学形状を許容する。また
、ＬＴＥネットワークでのセル間同一チャネル干渉は、例えば（アップリンクチャネルを
検討すると）水平線の周囲または直下での狭い範囲の仰角から到達する傾向にある。本発
明では端末単位のチルト動作が生成されるので、従来の静的仰角パターンに関して平均的
な下傾を持つ仰角パターンのために受け取るセル間干渉も少ない。極端な事例では、４ブ
ランチのＩＲＣまたはＭＭＳＥなどの最小Ｃ／ｌに基づく受信合成アルゴリズムを使用す
る基地局ではおそらく、仰角放射パターンの第１上方ナルが隣接セルの方へ効果的に向け
られてＣ／ｌ統計量を最大にする結果となる。同一チャネル干渉が一般的に一つの方角（
水平線に近い）に支配されて必要なアップリンク信号が別の方角にある（端末単位の事例
を検討）マクロセルサイトでの仰角幾何学形状であると、二種類のみの自由度を持つアン
テナアレイビームフォーミング器で充分である、つまりビームフォーミング器は二つの入
力のみについて位相および／または振幅の制御を行うことでＮ‐１ナル（つまり１ナル）
の方角を制御することができる。これは、仰角面でのセル間干渉の空間フィルタリング（
角空間）を達成する。
【００４３】
　本発明の検討を可能にする別の観点は、アップリンクでの角度ダイバーシティまたはパ
ターンダイバーシティである。垂直面に列として配置された要素対での８ｘのアンテナ素
子に４ｘの出力が接続された４×４バトラーマトリクスネットワークについて検討する。
バトラーマトリクスの四つの入力のうち二つが終端され、バトラーマトリクスの残りの二
つの入力ポートが隣接の直交ビームと関連している。非終端ポートの一つに出力が印加さ
れて他の非終端ポートに出力が印加されない場合には、仰角の特定方向にビームが発生さ
れる。出力が切り換えられると異なる方向に直交ビームが発生される。出力が二つのポー
トの間で変化すると、仰角チルト（方向）が変化した合成ビームが生成される。同様に、
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アップリンクチャネルの受信モードでは相反性が発生する。平面波がアレイに入射すると
、バトラーマトリクスの二つのポートから出力が発生し、入射角に応じた出力比として現
れる。バトラーマトリクスの長所は、二つの直交ビームが同一の物理アレイからの全アレ
イ長利得と共存できて、しかも相互に隔離されることである。ハイブリッド合成器がビー
ムフォーミング器ポートに直接接続されて位相差を出力差に変換する時には、位相差信号
のベクトル合成に基づくアンテナビームフォーミング方法について同じ主張を唱えること
ができる。仰角面でのこれら二つの直交ビームをＭＲＣプロセスによる受信ダイバーシテ
ィ経路として考えることにより、ＭＲＣプロセスは受信の加算に先立って異なる複素重み
を適用するため、これは事実上、一つの強力なナルと一つの指向性ビームとを有する仰角
パターンの特性を持つ適応アップリンクチルト動作（二つの直交ビームの間のチルティン
グ）と考えられる。セル中心の近くに高濃度のトラフィックが存在するセルが本発明から
最も利益を受けることが、充分に予想される。このようなシナリオでは、最大チルト（お
よび仰角面での最大ヌリングまたは隣接セルへの拒否反応）を持つ直交ビームを主に介し
て、かなりの比率のトラフィックが通信を行うことが想像できる。
【００４４】
　本発明は、基地局アンテナが周囲の屋上または多経路散乱体を概ね越える高さである、
マクロセルラー環境でも最も適切である。上記のように、マクロセルサイトは、仰角にお
いて低い多経路角分散または角度広がりを生じる傾向がある。仰角での角度広がりは、端
末の周囲に類似の散乱容積または環境が維持されると仮定すると、セル中心からの距離の
増加とともに減少すると予想される。リミットでは、水平線角度またはその付近に達する
多経路の角分散は比較的狭いと予想される。これは主として、隣接および遠隔セルからの
同一チャネル干渉により支配されやすい。これらの角度の周囲の仰角パターンヌルの存在
は、このようなセル干渉を抑制するのに有益である。
【００４５】
　上記の説明はセルラー通信システムのアップリンクチャネルについての適応アンテナビ
ームフォーミングを中心としているが、４ｘＴｘ／Ｒｘまたは４Ｔ４Ｒとしてよく知られ
る４ｘ送信ポートが基地局から利用可能である時には、ダウンリンクチャネルでの適応空
間ビームフォーミングについても同様の利点および主張が可能である。ＨＳＰＡ＋および
ＬＴＥなどのセルラーアクセス技術は、４Ｔ４Ｒ基地局からの様々なアンテナ構成をサポ
ートできる。例えば、４Ｔ４Ｒ基地局に接続された二つの近間隔の交差極アンテナは、ア
ップリンクのための方位角および２方向（脱相関）受信ダイバーシティにより、またダウ
ンリンクのための２方向送信ダイバーシティまたは２ｘ２空間多重化により、アップリン
クおよびダウンリンク適応ビームフォーミングを行いうる。
【００４６】
　本発明の実施形態では、地面の近くに位置して一般的には無線チャネルの局所的散乱体
により囲まれる移動端末Ｔ１がアップリンク通信チャネルを介して、基地局とアンテナア
センブリ（１００）を介した通信を行うことを検討する。基地局アンテナは局所的な建物
より充分に上方にあってゆえに散乱環境より上方にあると想定し、そのためＴ１からのＲ
Ｆ信号は比較的狭い仰角範囲に及ぶ散乱を介して基地局アンテナ（１００）に達すると想
定でき、この角分散は一般的にアンテナアレイの垂直ビーム幅と類似しているかこれより
小さいと想定する。無線リンクの無線チャネル幾何学形状が、図３に図示されている。
【００４７】
　図３は、仰角での多経路無線チャネルを図示する。多経路分散は方位角面と仰角面の両
方に存在し、そのため図３はこの説明を目的として、分解された多経路成分を仰角のみで
示している。五つの支配的多経路成分が１～５と示されている。多経路成分１は直接経路
を表すが視線成分ではなく、基地局アンテナと端末との間にある一つの建物を通過する。
多経路成分２は同様の直接経路であるが、端末の付近に地面反射を含む。多経路成分３は
最も強い多経路成分であって、基地局アンテナと端末との間にある近隣の建物の側面から
の反射を介して到達する。多経路成分４は最も高い建物の屋上を介した屈折経路であり、
多経路成分５は基地局アンテナと端末との間にはない別の建物からの反射を介した最大の



(17) JP 2017-153094 A 2017.8.31

10

20

30

40

50

時間的分散を有する。これらの多経路成分は基地局アンテナのビーム幅を画定し、そのた
め、独立した多経路を組み合わせる（仰角面での無線チャネル等化）と、はるかに大きく
（長く）ゆえに非実用的な基地局アンテナアレイとなって各多経路成分を分解する非常に
狭いビームが生成されるのは確実であるので、こうすることは可能でない。
【００４８】
　無線チャネルの時間的分散は、適応チャネル等化を含む周知の技術を用いて基地局で等
化されうる。情報帯域が無線チャネルのコヒーレント帯域より狭い、つまり多経路遅延が
情報シンボル周期よりはるかに小さい通信リンクについては、無線チャネルは狭帯域であ
ると考えられ、すべての多経路エコーがシンボル周期にきちんと収まって最小のシンボル
間干渉（ＩＳＩ）が得られる。このようなアクセス技術は、大部分の無線環境を検討する
時にＧＳＭ（登録商標）またはＬＴＥを含みうる。多経路遅延プロファイルがシンボル期
間より大きい時には、無線チャネルは広帯域であると考えられ、ＣＤＭＡおよびＷＣＤＭ
Ａ（登録商標）／ＵＭＴＳなどのアクセス技術で使用されるように、無線チャネルを等化
するのに例えばＲＡＫＥ受信アーキテクチャが採用される。
【００４９】
　基地局システムの様々な実施形態が以下で開示されることに注意すべきである。基地局
システムの様々な段階またはモジュールを説明する際に、様々な信号処理方法も説明され
るだろう。そのため、これらの様々な方法の各ステップが図４～８について説明される。
ゆえに、これらの方法の各ステップは、これらの方法のフローチャートとしての図４～８
により裏付けられる。２Ｔ４Ｒ基地局のみが示されているが、４Ｔ４Ｒ基地局は上記と類
似のアーキテクチャに基づき、例えば、第１アンテナアセンブリに対する直交偏波であり
うる第２アンテナアセンブリへの接続のために第２並列基地局ポート接続構成が存在する
場合、また受信ダイバーシティ合成プロセスが二つのブランチではなく四つのブランチ（
または四つ以上のブランチ）を有する場合に実行されうることに注意すべきである。
【００５０】
　４．１　実施形態１
　図４は、ＶＡおよびＶＢポートでの位相差に応じた可変チルトに基づく受動アンテナア
レイによるＭＲＣ受信合成プロセスを含む２Ｔ４Ｒ基地局を使用するアップリンク仰角ビ
ームフォーミングを示している。ビームフォーミングネットワークのポート（ＶＡおよび
ＶＢ）で位相差信号を処理するように設計された適応ビームフォーミングネットワーク（
４０）に基づくアンテナアセンブリを使用する本発明の第一実施形態が、図４に図示され
ている。動作に適したこのようなビームフォーミングネットワーク（４０）は、米国特許
第７，４５０，０６６号、米国特許第７，４００，２９６号、または米国特許第７，４２
０，５０７号に基づくものを含む。図３によれば、移動端末Ｔ１からのＲＦ信号は基地局
アンテナアセンブリ（１００）に到達する。アンテナアセンブリは、一般的には０．７λ
およびλなどだけ離間したＮ個のアンテナ素子（６１１～６２Ｎ）によるアンテナアレイ
から成る。各アンテナ素子は図のように位相シフタ（６４１～６４１Ｎ）に接続されるか
、実際には（図示されていないが）アンテナ素子のグループが位相シフタに接続されうる
。位相シフタ（６４１～６４１Ｎ）の目的は、周囲の適応ビームフォーミング範囲の中間
値ビームチルト角を移動させる設備を設けることである。ビームフォーミング範囲は、ダ
イバーシティ、利得、垂直ビーム幅、サイドローブレベルなどいくつかの最低仕様をビー
ムが維持する場合にＶＡおよびＶＢポートでの位相差の範囲で発生されるコヒーレントビ
ームの範囲である。これはビーム１０Ａ（最小チルト角）、１０Ｃ（最大チルト角）、お
よび１０Ｂ（中間チルト角）として示されている。アップリンクチャネルを想定すると、
アンテナアレイに到達するＲＦエネルギーはビームフォーミングネットワーク（４０）を
介して処理され、その結果、ビームフォーミングネットワークのポートＶＡおよびＶＢで
信号が生じる。ＶＡおよびＶＢで端末Ｔ１と関連する信号は、実質的には等しい振幅のも
のであるが、間に位相差を有するだろう。到達角度がビームフォーミングネットワークの
有効ビームフォーミング範囲に含まれると仮定すると、位相差は仰角での到達角度と相関
する。ＶＡおよびＶＢでの信号は、本実施例で後述されるアンテナアレイのためのダウン
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リンク信号に対応するように設計された二重フィルタ４７Ａおよび４７Ｂにそれぞれ接続
される。大まかに述べると、この発明は、第１受動ＲＦアンテナアセンブリのビームフォ
ーミングネットワークの二つのポートでの位相差信号または振幅差信号に応じた可変仰角
面ビームチルトを持つ空間コヒーレントメインビームを生成する。
【００５１】
　ＶＡおよびＶＢからのアップリンク信号のみを検討すると、これらは本質的に基地局へ
直接送られる。基地局の第１処理段階はＲＦ・ベース帯域下方変換段階（２０）である。
図４は、この実施形態の目的のためのＲＦ・ベース帯域処理段階の略図を示すが、このよ
うな処理段階が他の多くの形を取りうることに注意すべきである。二つの位相差アップリ
ンク信号がデジタル複素ベース帯域に下方変換される。信号ＶＡがｂ１１として複素ベー
ス帯域で発生し、信号ＶＢがｂ２１として複素ベース帯域で発生する。複素ベース帯域信
号ｂ１１は例えば、現実および仮想のベース帯域信号成分から成るだろう。大まかに述べ
ると、この方法は、第１受信ＲＦアンテナアセンブリに連結されたＲＦ・ベース帯域下方
変換段階を介して、位相差信号または振幅差重み付け信号を処理してベース帯域信号にす
る。注意：明瞭性のため、図４は別々の現実および仮想信号で複素ベース帯域信号を表し
ておらず、代わりに単一の複素信号ラインとして示されている。上記のデジタルビームフ
ォーミング理論によれば、ＶＡおよびＶＢポートの間のＲＦ位相差はｂ１１とｂ１２との
間のベース帯域位相シフトとして生じることが分かる。それから二つの複素ベース帯域信
号が、最大比合成（ＭＲＣ）段階または他の類似の受信合成段階（１２１）によって処理
される。大まかに述べると、この方法は受信合成段階を介してベース帯域信号のベクトル
加算を実施する。ＭＲＣプロセス（デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）または単にハード
ウェアプロセッサで実行されるものなどのアルゴリズム）は、信号品質を最大にするため
、二つのベース帯域信号ｂ１１およびｂ１２をコヒーレント方式で組み合わせることを目
的とする。ＭＲＣプロセスは、複素重みにより各複素ベース帯域信号を倍増できるため、
信号ｂ１１がｗ１１で倍増され、ｂ１２がｗ１２で倍増されてから、重み付け複素ベース
帯域信号の複素合計を実施する。理想的には、ＭＲＣプロセスでは本質的に合計の前に二
つの複素ベース帯域信号を同位相化するだろう。これは、二つの複素ベース帯域信号の間
の位相差に等しく反対の位相差を有する値の複素重みで複素ベース帯域信号の一つを倍増
することによって達成されるだろう。ＭＲＣプロセス（１２１）からの出力は、情報抽出
用のさらなる処理のため基地局内の高い抽出層に伝送される最適合成の複素ベース帯域信
号Ｏ１となる。
【００５２】
　基地局が多数の移動端末に対して同時に通信する必要があるのは明らかであり、そのた
め図４は、基地局内の高層処理のための多数の出力（Ｏ１～Ｏｋ）を発生させるｋ個のア
ップリンクチャネル（１２１～１２ｋ）のための、論理的に独立した多数のＭＲＣプロセ
スを示している。異なる端末と関連する各アップリンクチャネルは、基地局と同時に通信
しうる。異なる下方変換およびＭＲＣアーキテクチャが、異なる無線アクセス方式で採用
される。例えば、時分割多数アクセス（ＴＤＭＡ）を採用するＧＳＭ（登録商標）では、
単一ＭＲＣプロセスのみが必要とされ、異なるアップリンクユーザを処理するためタイム
スロットごとに複素重みを変更する。コード分割多数アクセス（ＣＤＭＡ）を採用するＷ
ＣＤＭＡ（登録商標）／ＵＭＴＳでは、下方変換後に発生するベース帯域信号が多数回反
復され、それから各コピーがチャネル化コードによって複素倍増されて、異なる端末と関
連する特定データを抽出してから、各端子について一つずつ多数の単独同時発生ＭＲＣプ
ロセスが使用される。周波数分割多数アクセス（ＦＤＭＡ）を使用するＬＴＥは、例えば
１０ＭＨｚチャネルまで分解する第１段階と、１０ＭＨｚチャネル内の個々のＦＤＭＡチ
ャネルを分解する第２下方変換という二つの段階で実施される下方変換を必要としうるか
、ＦＦＴ処理技術を使用しうる。本発明の範囲は、特定の下方変換技術または受信ブラン
チ合成技術を推進することではなく、異なる端末と関連する独立情報を複素ベース帯域レ
ベルで論理的に抽出することを示すことである。
【００５３】
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　ＶＡおよびＶＢでのＲＦ信号と対応する下方変換複素ベース帯域信号ｂ１１およびｂ１

２は、移動端末が動き回る際に時間的に一緒にフェードするという点で高い相関性がある
と予想されるため、複素重みは非常にゆっくりと変化することが予想され、おそらく、Ｒ
Ｆエネルギーが異なる角度で到達する、例えば移動端末がセル中心からセルエッジへ急速
に移動するように移動端末が環境内を動き回るのに応じて、変化するに過ぎない。上記は
、一対の信号の同位相化を実施するのにＭＲＣプロセスが使用され、その位相差が仰角で
の到達角度と相関する、本発明の範囲を説明したものである。
【００５４】
　図４は、汎用のＭブランチＭＲＣプロセスを示している。実際には、これは４ブランチ
ＭＲＣプロセスであり、残りの二つのブランチが同じアンテナと、例えば直交偏波アンテ
ナアレイの下方変換構成とに接続されうる。明瞭性のためこれは示されていない。第２ア
ンテナアレイは、第１アンテナアレイに対する脱相関を生じるように設計され、そのため
従来の受信ダイバーシティを提供する。本質的に、４ブランチＭＲＣプロセスを含む図４
は、従来の２方向脱相関ダイバーシティ合成とともに適応仰角ビームフォーミング（チル
ティング）を示す。
【００５５】
　ダウンリンクチャネルは、図４では単一のダウンリンクチャネルとしてのみ示され、そ
のため二つのアンテナアレイを想定し、これは２Ｔ４Ｒ基地局構成における二つまでのダ
ウンリンクチャネルを表す。ダウンリンク信号は、同一アンテナアセンブリからも送信さ
れうる。図４では、ダウンリンク信号が基地局とアンテナアセンブリとの間のフィードラ
インの一つに二重通信され、アンテナアセンブリでは、二重信号が二重化フィルタ４３を
使用して非二重化され、その際にダウンリンク信号はアップリンクチャネルから独立して
処理される。スプリッタ４４はダウンリンク信号を二つのブランチに分割し、一方のブラ
ンチは可変位相シフタに接続されて二つのダウンリンク信号の間に位相差を生じさせ、こ
れは次に、ビームフォーミングネットワークのＶＡおよびＶＢポートへの接続の前に二重
化フィルタ４７Ａおよび４７Ｂでアップリンク信号と再合成される。ダウンリンク信号は
、ＶＡおよびＶＢポートでのダウンリンク信号の位相差にしたがってビームフォーミング
ネットワークにより処理され、結果的に可変ビームチルトを持つコヒーレントビームが得
られる。図４の操作では、ダウンリンクチルトをビームフォーミングアレイの最小チルト
角に設定するよう調節し、例えばこれは２°チルトと仮定される。アップリンク「端末単
位」適応ビームフォーミング範囲（ＭＲＣプロセスのため適応型）は、２°から例えば８
°の範囲の独立アップリンクチャネルのためのコヒーレントビームを発生させうる。この
事例では、最小のセル間アップリンク干渉がセルサイト間に発生することを保証する。し
かし、別の操作は、ダウンリンクチルトを例えば５°チルトに設定するものである（ビー
ムフォーミングネットワークのビームフォーミング範囲の中央）。この事例では、アップ
リンク適応ビームフォーミング範囲は２°から８°のままであり、そのため、アップリン
クチャネルはセルエッジでの改良リンクバジェットを達成できる。異なるビームフォーミ
ング範囲が必要とされる場合には、アンテナのアレイ面に大きな位相勾配を設けることに
より、位相シフタ（６４１～６４１Ｎ）がビームフォーミング範囲を移動させることがで
きる。例えば、５°から１１℃のビームフォーミング範囲を生成することが可能であろう
。
【００５６】
　４．２　実施形態２
　図５は、ＶＡおよびＶＢポートでの振幅差に応じた可変チルトに基づく受動アンテナア
レイを含む基地局ＭＲＣ受信合成プロセスを使用するアップリンク仰角ビームフォーミン
グを示す。本発明の第二実施形態が図５に図示され、実質的には第一実施形態と同一であ
るが、ビームフォーミングネットワークのポート（ＶＡおよびＶＢ）で振幅差信号を処理
するために設計された適応ビームフォーミングネットワーク（５０）に基づくアンテナア
センブリを使用する。このような操作に適したビームフォーミングネットワーク（５０）
は米国特許第６，８６４，８３７Ｂ号に基づくものを含む。アップリンクチャネルを想定
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すると、アンテナアレイに到達するＲＦエネルギーはビームフォーミングネットワーク（
５０）を介して処理されて、ビームフォーミングネットワークのポートＶＡおよびＶＢで
信号を発生させる。ＶＡおよびＶＢでの端末Ｔ１に関連する信号は実質的に位相が等しい
が、振幅差を有する。到達角度がビームフォーミングネットワークの有効ビームフォーミ
ング範囲に含まれると仮定すると、位相差は仰角での到達角度と相関している。ＶＡおよ
びＶＢでの信号は、本実施形態で後述するアンテナアレイのためのダウンリンク信号に対
応するように設計された二重化フィルタ４７Ａおよび４７Ｂにそれぞれ接続される。
【００５７】
　ＶＡおよびＶＢからのアップリンク信号のみを検討すると、これらは本質的に基地局に
直接伝送される。基地局の第１処理段階はＲＦ・ベース帯域下方変換段階（２０）であり
、第一実施形態についてすでに説明したものと類似している。二つの異振幅アップリンク
信号はデジタル複素ベース帯域に下方変換される。信号ＶＡは複素ベース帯域のｂ１１と
して発生し、信号ＶＢは複素ベース帯域のｂ２１として発生する。複素ベース帯域信号ｂ
１１は例えば、現実および仮想のベース帯域信号成分で構成される。ＶＡおよびＶＢポー
トの間のＲＦ振幅差は、上記のデジタルビームフォーミング理論にしたがってｂ１１とｂ
１２との間のベース帯域振幅差として発生する。次に、二つの複素ベース帯域信号が最大
比合成（ＭＲＣ）または他の類似の受信合成プロセス（１２１）により処理される。ＭＲ
Ｃプロセス（ＤＳＰで展開されるアルゴリズムなど）は、信号品質を最大化するようにし
て二つのベース帯域信号ｂ１１およびｂ１２を合成することを目的とする。ＭＲＣプロセ
スは各複素ベース帯域信号を複素重みで倍増することができるため、信号ｂ１１がｗ１１

で倍増され、ｂ１２がｗ１２で倍増されてから、重み付けされた複素ベース帯域信号の複
素加算を実施する。理想的には、ＭＲＣプロセスは本質的に、加算の前に各信号のＳ／Ｎ
に従って各複素ベース帯域信号を倍増する。ＶＡとＶＢとの間には位相差は存在すべきで
はなく、ゆえにｂ１１とｂ１２との間の複素ベース帯域には位相差はなく、そのため同位
相化は必要ないだろう。そのため、事後検出方式では位相情報が消失するので、この実施
形態は事後検出ＭＲＣアーキテクチャに基づくＭＲＣ処理にはより適している。
【００５８】
　ＶＡおよびＶＢでのＲＦ信号と対応の下方変換複素ベース帯域信号ｂ１１およびｂ１２

は、移動端末が動き回ると時間的に一緒にフェーディングするという点で高い相関性を持
つと予想されるため、複素重みは非常にゆっくりと変化することが予想され、おそらく、
ＲＦエネルギーが異なる角度で到達する、例えば移動端末がセル中心からセルエッジへ急
激に移動するように移動端末が環境内を動き回るのに応じて、変化するに過ぎない。上記
は、一対の信号の同一重み付けを実施するのに単純なＭＲＣプロセスが使用され、その振
幅差が仰角での到達角度と相関する、本発明の範囲を説明したものである。
【００５９】
　図５は、汎用のＭブランチＭＲＣプロセスを示す。実際に、これは４ブランチＭＲＣプ
ロセスであり、残りの二つのブランチは同一のアンテナと、例えば直交偏波アンテナアレ
イの下方変換構成とに接続されうる。これは明瞭化のため示されていない。第２アンテナ
アレイは第１アンテナアレイに対する脱相関を生成するように設計され、そのため従来の
受信ダイバーシティを提供する。本質的に、４ブランチＭＲＣプロセスを含む図５は、従
来の２方向脱相関ダイバーシティ合成とともに適応仰角ビームフォーミング（チルティン
グ）を示す。
【００６０】
　ダウンリンクチャネルは、図５に単一ダウンリンクチャネルとしてのみ示され、そのた
め二つのアンテナアレイを想定すると、これは１Ｔ４Ｒまたは２Ｔ４Ｒ基地局構成での二
つまでのダウンリンクチャネルを表す。ダウンリンク信号は、同一のアンテナアセンブリ
からも送信されうる。図５では、ダウンリンク信号が基地局とアンテナアセンブリとの間
においてフィードラインの一つで二重化され、アンテナアセンブリでは二重フィルタ４３
を使用して二重化信号が非二重化され、その際にダウンリンク信号はアップリンクチャネ
ルから独立して処理される。スプリッタ（４４）はダウンリンク信号（４６）を二つのブ
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ランチに分割し、一方のブランチは可変位相シフタ（４６）に接続されて二つのダウンリ
ンク信号ブランチの間に位相差を生成し、これは次に、１８０°ハイブリッドカプラ（４
５）の入力ポートに接続される。ハイブリッドカプラ（４５）の出力は、ビームフォーミ
ングネットワーク（５０）のＶＡおよびＶＢポートへの接続の前に二重フィルタ４７Ａお
よび４７Ｂでアップリンク信号を再合成する。ハイブリッドカプラ（４５）は位相差を相
補出力差に変換し、ビームフォーミング器ネットワーク（５０）は異なるビーム（チルト
）を生成する。ＶＡおよびＶＢポートのダウンリンク信号の（位相シフタ（４６）により
加えられる位相差により生成される）振幅差に従って、ビームフォーミングネットワーク
によりダウンリンク信号が処理されて、可変ビームチルトを持つコヒーレントビームが得
られるだろう。図５の操作は、ビームフォーミングアレイの最小チルト角に設定されるよ
うにダウンリンクチルトを調節し、例えばこれは２°チルトと想定される。アップリンク
「端末単位」適応ビームフォーミング範囲（ＭＲＣプロセスのため適応型）は、２°から
例えば８°の独立アップリンクチャネルについてコヒーレントビームを生成する。この事
例では、最小セル間アップリンク干渉がセルサイトの間に発生することを保証する。しか
し、別の操作では、ダウンリンクチルトを例えば５°（ビームフォーミングネットワーク
のビームフォーミング範囲の中央）に設定するものであろう。この事例では、アップリン
ク適応ビームフォーミング範囲は２°から８°のままであり、そのためアップリンクチャ
ネルがセルエッジで改良リンクバジェットを達成できるようにする。異なるビームフォー
ミング範囲が必要とされる場合には、アンテナのアレイ面に大きな位相勾配を加えること
により、位相シフタ（６４１～６４１Ｎ）がビームフォーミング範囲を移動させる。例え
ば、５°から１１°のビームフォーミング範囲を生成することが可能だろう。
【００６１】
　４．３　実施形態３
　図６は、ＶＡおよびＶＢポートでの位相差に応じた可変チルトに基づいて受動アンテナ
アレイによるＭＲＣ受信合成プロセスを含む２Ｔ４Ｒ基地局を使用するアップリンク仰角
ビームフォーミングを示す。本発明の第三実施形態は図６に図示され、事実上は、ビーム
フォーミングネットワークのポート（ＶＡおよびＶＢ）で位相差信号を処理するために設
計された適応ビームフォーミングネットワーク（４０）に基づくアンテナアセンブリを使
用する第一実施形態と同一である。このような操作に適したビームフォーミングネットワ
ーク（４０）は、米国特許第７，４５０，０６６号、米国特許第７，４００，２９６号、
または米国特許第７，４２０，５０７号に基づくものを含む。第一および第三実施形態の
間の相違は、ビームフォーミングネットワーク（４０）にダウンリンク信号がどのように
印加されるかのみである。図６では、ダウンリンクおよびアップリンクチャネルを搬送す
る基地局フィードラインが、１８０°ハイブリッドカプラ（４５）の一つの入力ポートに
印加される。これは、ハイブリッドカプラ（４５）の出力でダウンリンク信号を二つの等
しい同位相出力ブランチに分割する。ハイブリッドカプラからの一つの出力は、可変ＲＦ
位相シフタ（４６）に接続されて位相遅延を加える。この結果、ビームフォーミングネッ
トワーク（４０）のＶＡおよびＶＢポートに印加される異位相ダウンリンク信号が得られ
る。しかし、ハイブリッドカプラ（４５）の存在のため、アップリンク信号は第一実施形
態とは若干異なる方法で処理される。第一実施形態のように、アップリンクチャネルを想
定すると、アンテナアレイに到達するＲＦエネルギーはビームフォーミングネットワーク
（４０）を介して処理され、その結果、ビームフォーミングネットワークのポートＶＡお
よびＶＢで信号が得られる。ＶＡおよびＶＢでの端子Ｔ１に関連する信号は、実質的に等
しい振幅のものであるが、位相差を有するだろう。到達角度がビームフォーミングネット
ワークの有効ビームフォーミング範囲に含まれると仮定すると、位相差は仰角での到達角
度と相関する。ＶＡおよびＶＢでのアップリンク信号を検討すると、ポート４５２および
４５４での信号の間の位相差を相補的出力差としてポート４５１および４５３での信号対
に変換するＲＦ位相シフタ（４６）を介して、ハイブリッドカプラ（４５）のポート４５
２および４５４にこれらの信号が接続され、出力差は位相差と相関している。そのため、
基地局ＲＦ・ベース帯域下方変換およびＭＲＣ処理は、第二実施形態のように相補的また
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は異振幅の対としてアップリンク信号を処理する。ポートＶＡおよびＶＢでの位相差アッ
プリンク信号をアップリンク信号の振幅差に変換することにより、ＭＲＣプロセスは事前
または事後検出実行例に基づく。第一実施形態に対するこの実施形態のさらなる長所は、
二重フィルタが除去されて単純なハイブリッドカプラで置き換えられることである。
【００６２】
　４．４　実施形態４
　図７は、ＶＡおよびＶＢポートでの振幅差に応じた可変チルトに基づく受動アンテナア
レイを含むＭＲＣ受信合成プロセスにより２Ｔ４Ｒ基地局を使用するアップリンク仰角ビ
ームフォーミングを示す。本発明の第四実施形態が図７に図示され、事実上は、ビームフ
ォーミングネットワークのポート（ＶＡおよびＶＢ）で増幅差信号を処理するように設計
された適応ビームフォーミングネットワーク（５０）に基づくアンテナアセンブリを使用
する第二実施形態と同一である。このような操作に適したビームフォーミングネットワー
ク（５０）は、米国特許第６，８６４，８３７Ｂ号に基づくものを含む。第二および第四
実施形態の間の相違は、ダウンリンク信号がビームフォーミングネットワーク（５０）に
どのように印加されるかだけである。図７では、ダウンリンクおよびアップリンクチャネ
ルを搬送する基地局フィードラインが、ビームフォーミングネットワークの一つのポート
、この事例ではポートＶＡに直接印加される。
【００６３】
　この第四実施形態では、ダウンリンク信号全体がポートＶＡへ印加され、ダウンリンク
出力はポートＶＢには印加されない。この結果、ダウンリンクチャネルを搬送するビーム
１０Ａを発生させる最小チルトまたはビームフォーミング範囲での固定ダウンリンクビー
ムが得られる。アップリンクチャネルは第二実施形態と全く同じように処理され、ここで
は、端末からのアップリンク信号が、基地局に直接接続されたポートＶＡおよびＶＢに出
力差を生じさせ、複素ベース帯域に下方変換され、ＭＲＣ受信合成プロセスで処理される
。やはり、この実施形態の長所は、（位相差ではなく）振幅差のみが事後検出ＭＲＣ方式
により処理されるので、事後検出ＭＲＣ方式も使用されうることである。この第四実施形
態の主な長所は、二重化フィルタまたは追加ハイブリッドカプラを必要としないことであ
るが、短所はビームフォーミングチルト範囲の範囲内ではダウンリンクチャネルが変化で
きないことである。
【００６４】
　しかし、類似の構成を得るため、ハイブリッドカプラ、ＲＦ位相シフタ、二重化フィル
タなどの構築ブロックを使用して多くの別の実施形態を導出することが可能であろう。例
えば、図７の概略図は、基地局とビームフォーミングネットワーク（実施形態３に示され
たものと類似）との間に形成されるハイブリッドカプラおよび位相シフタを含む。この事
例では、ダウンリンクビームチルトを変化させることが可能であろうが、アップリンクチ
ャネルビームフォーミングに影響する事前検出ＭＲＣを必要とするだろう。付加的に、上
記の実施形態は、アクセス技術が周波数分割二重通信（ＦＤＤ）に基づくと仮定している
。当業者にとっては、多数の可能な構成に達する時分割二重通信（ＴＤＤ）システムにも
本発明が適用されることは、本発明の範囲内である。
【００６５】
　４．５　実施形態５
　図８：ＶＡおよびＶＢポートでの位相差に応じた可変チルトに基づく受動アンテナアレ
イに接続された４Ｔ４Ｒ基地局（４個のポートのうち２個のみが図示）を使用するダウン
リンク仰角ビームフォーミング。本発明の第五および第六実施形態が、図８に図示されて
いる。この実施形態は、ビームフォーミングネットワークのポート（ＶＡおよびＶＢ）で
位相差信号を処理するように設計された適応ビームフォーミングネットワーク（４０）に
基づくアンテナアセンブリを使用する。このような操作に適したビームフォーミングネッ
トワーク（４０）は、米国特許第７，４５０，０６６号、米国特許第７，４００，２９６
号、または米国特許第７，４２０，５０７号に基づくものを含む。しかし、この実施形態
は、仰角面でのアップリンクとダウンリンクの両方のチャネルの適応ビームフォーミング
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を含む。明瞭化のため、アップリンクビームフォーミングプロセスは実施形態１および３
についてすでに説明したものと同一であるか類似していると考えられるので、これについ
て図示または説明しない。図８には、ＬＴＥ基地局のためのダウンリンクチャネル処理段
階を示す。３ＧＰＰ　ＬＴＥ仕様は、ビームフォーミングプロセスを通して適用されうる
、ゆえにユーザ端末が正確な無線チャネル推定および等化を行うためのユーザ固有のダウ
ンリンク基準／パイロットシンボルを含むので、ダウンリンクビームフォーミングを検討
すると、ＬＴＥ基地局はＧＳＭ（登録商標）またはＵＭＴＳ基地局よりも適切であろう。
さらに、３ＧＰＰ　ＬＴＥリリース９仕様は、例えば２×２空間多重化ＭＩＭＯと適応コ
ヒーレントビームフォーミングを含む２ブランチ送信ダイバーシティとを可能にするよう
にユーザ固有のパイロットシンボルを多数の層に含める。ＬＴＥ仕様が後に公開されたの
で、追加の空間多重化層および高次Ｔｘダイバーシティとコヒーレント適応ビームフォー
ミングとの組み合わせが保証される。
【００６６】
　図８は、ビームフォーミングネットワークポートの位相差処理に基づいてアンテナアレ
イ（４０）に接続されたＦＤＤ動作で作動する３ＧＰＰ ＬＴＥリリース９基地局につい
てのダウンリンクチャネル処理の鳥瞰図を示す。ＬＴＥでは、多くの多数アンテナ技術、
構成、および送信モードが用意され、そのいくつかについては、空間多重化ＭＩＭＯ、送
信ダイバーシティ、および空間ビームフォーミングを含めて導入部で論じられた。図８に
示された例は、ＬＴＥでの一次データチャネルであるＬＴＥプロトコルの高い抽象層から
導出される物理的ダウンリンク共有チャネル（ＰＤＳＣＨ）で搬送されるデータを表す二
つの入力ラインまたはコード語（ｌ１ａおよびｌ１ｂ）が、一つの端末（Ｔ１）へマッピ
ングされる場合である。各コード語は、（ランダム化データへの）スクランブリングまた
はシンボル変調のプロセスにより処理される（例えば、アップリンクで端末Ｔ１により返
信される瞬間ダウンリンクチャネル条件に応じて印加されるＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、また
は６４ＱＡＭ変調―不図示）。スクランブルおよび変調の後のコード語は、次に層マッピ
ング段階で処理され、処理された（スクランブルおよびシンボル変調された）コード語ｌ

１ａは二つの層へのマッピングを示す。同じマッピングがコード語ｌ１ｂの処理にも適用
される。この実施形態では、処理後の各コード語は二つの層に分割されてから、複素重み
を加えることにより事前コード化され、ｐ１１およびｐ２１は処理後のコード語ｌ１ａの
二つのブランチの各々に適用される複素重みであり、その結果としてベース帯域信号ｃ１

１およびｃ２１が得られ、同様にｐ３１およびｐ４１は処理後のコード語ｌ１ｂの二つの
ブランチの各々に印加される複素重みであって結果的にＣ３１およびｃ４１が得られる。
この事例での事前コード化段階は、重みベクトルの印加により、処理後の各コード語につ
いての適応コヒーレント２ブランチ送信ビームフォーミング、および処理後の各コード語
についての独立ビームフォーミングを達成するように設計されている。結果的に得られる
各コード語と関連する二つの事前コード化信号が次に、トラフィック管理計画アルゴリズ
ム（不図示）の制御に基づいて、ＬＴＥ物理リソース、例えば周波数および時間リソース
（大まかには割り当て段階）に、続いてＯＦＤＭ変調（大まかには事前コード化信号を変
調信号に変調するための変調段階）にマッピングされ、これは複素ＯＦＤＭ変調ベース帯
域からＲＦに上方変換され、最終的には送信（８０）のため出力増幅される（大まかには
ベース帯域・ＲＦ上方変換段階は変調信号をＲＦ信号に上方変換する）。コード語ｌ１ａ

と関連する二つの出力増幅ＲＦ信号は次に、アンテナビームフォーミングネットワーク（
４０）の二つのポート（ＶＡおよびＶＢ）に接続され、これがアンテナ素子（６２１～６
２Ｎ）のアレイを駆動する。この実施形態では、ＰＤＳＣＨで搬送される端末Ｔ１のダウ
ンリンクデータのための適応仰角面空間ビームフォーミングは、複素ベース帯域信号ｃ１

１およびｃ２１の間に位相差を加えることによって達成される。結果的に得られる仰角ビ
ームチルトは位相シフトと相関し、事前コード化段階によって達成される。図８では、Ｐ
ＤＳＣＨのダウンリンクスクランブリング、変調、事前コード化、およびＯＦＤＭ多重処
理が、一つの端末Ｔ１と関連するデータについて示されている。この処理は集合的に７２

１（大まかには事前コード化段階と記される）の中に示されている。大まかに述べると、
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事前コード化段階は、移動端末に関連するベース帯域データシンボルを二つのベース帯域
信号ブランチにマッピングして、複素事前コード化重みによる信号ブランチの多重化を介
してブランチを事前コード化し、事前コード化信号を発生させるため二つの信号ブランチ
の間に位相差を与えるためのものである。しかし、ＬＴＥは多数アクセスシステムである
ので、ｋ個の平行プロセスについて７２２から７２ｋと記された他の端末と関連するＰＤ
ＳＣＨデータと関連する、同時発生的な多数の類似スクランブリング、変調、事前コード
化、およびＯＦＤＭ多重化プロセスが存在するだろう。このような他のデータチャネルは
、ダウンリンクトラフィック計画アルゴリズムの制御に基づいて異なるＯＦＤＭサブトー
ンにマッピングされるだろう。他の端末と関連する別の独立データは単独で事前コード化
され、ゆえに仰角面での独立ビームが得られる。セル放送チャネルを含む共通物理チャネ
ルなどの非ＰＤＳＣＨチャネルは、セル全体で送信されるように設計され、そのため事前
コード化段階を介する必要がない（また適応ビームフォーミングされない）。代わりに、
これらの非適応ビームフォーミングデータチャネルは、固定位相シフトまたは半固定位相
シフトにより二つの送信ラインで分割され、結果的にアンテナアセンブリを介して固定／
静止ビームチルトが得られる。共通チャネルの位相シフトは当然、周期的に変化して、従
来の可変電気チルト機能を効果的に付与する。
【００６７】
　ＰＤＳＣＨコード語ｌ１ｂと関連する信号の処理の最終段階は明瞭性のため示されてい
ないが、例えば第１アンテナアレイ（６２１～６２Ｎ）に対する直交偏波を含むアンテナ
アレイと関連しうる第２アンテナビームフォーミングネットワークに対する類似の処理を
受けるだろう。
【００６８】
　本発明は、ダウンリンクチャネルのためコヒーレントビーム（チルト）を端末Ｔ１に集
中させることであるので、事前コード化ベクトルは非常にゆっくりと変化することが予想
され、無線チャネルおよび環境における端末Ｔ１の顕著な移動に応じて事前コード化ベク
トルが変化することが予想されるだろう。
【００６９】
　しかし、上述した実施形態の構築ブロックを使用してダウンリンクチャネル仰角面空間
ビームフォーミングを達成する類似の構成に達する多くの別の実施形態を導出することが
可能であろう。例えば、図８の概略図は、ポートでの（位相差ではなく）振幅差に応じて
ビームチルトを変化させるように設計されたビームフォーミングネットワークを使用する
ＲＦアンテナアセンブリを使用するものであり、ＬＴＥダウンリンク事前コード化段階は
この事例では、仰角での可変ビームチルトを実行するため振幅差を生成する情報シンボル
に複素重みを印加する必要があるだろう。加えて、図８では、基地局とビームフォーミン
グネットワーク（４０）ポートとの間にハイブリッドカプラおよび位相シフタが形成され
る（つまり実施形態３で説明されたものと類似）。この事例では、放送チャネルなどの共
通チャネルが基地局からの１つのＴｘ／Ｒｘラインのみに存在する。放送チャネル情報が
ＶＡおよびＶＢポートに印加されて共通チャネルのための特定ビームチルトを与えるよう
に、ハイブリッド合成器および位相シフタが分割および位相シフト機能を実施する。この
事例では、仰角で適応ビームフォーミングされる情報、例えばＰＤＳＣＨで搬送されるデ
ータは、振幅差を生成するように事前コード化されることが必要であり、これはビームチ
ルトを適応変化可能とするためハイブリッド合成器の出力で位相差に変換される。加えて
、上記実施形態は、アクセス技術が周波数分割二重通信（ＦＤＤ）に基づくと想定してい
る。当業者にとって、本発明の範囲は多数の可能な構成にも通じる時分割二重通信（ＴＤ
Ｄ）システムにも適用されうる。
【００７０】
　本発明の様々な段階は、ハードウェアプロセッサと非一時的メモリ（大まかにはコンピ
ュータ読取可能媒体）とを介して実行されうることに注意すべきである。例えば、ハード
ウェアシステム（不図示）は、プロセッサ要素（ＣＰＵなど）と、上述した様々な機能を
実施するためのメモリとを包含しうる。
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【００７１】
　本開示が、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、汎用コンピュータ、または他の同等の
ハードウェアなどを使用するソフトウェアにおいて、および／またはソフトウェアとハー
ドウェアとの組み合わせにおいて実行され、例えば、上述した方法に関するコンピュータ
読取可能命令が、上に開示された方法のステップ、機能、段階、および／または操作を実
施するためハードウェアプロセッサを構成するのに使用されうることに注意すべきである
。
【００７２】
　様々な実施形態が上で説明されたが、これらは単なる例として提示されて限定ではない
ことが理解されるべきである。ゆえに、好適な実施形態の幅および範囲は、上述した例示
的実施形態のいずれによっても制限されるべきではなく、以下の請求項およびその同等物
のみによって規定されるべきである。
【符号の説明】
【００７３】
　１，２，３，４，５　マルチパス成分
　１０Ａ　ビーム（最小チルト角）
　１０Ｂ　ビーム（中間チルト角）
　１０Ｃ　ビーム（最大チルト角）
　２０　ベース帯域下方変換段階
　４０　ビームフォーミングネットワーク
　４５　ハイブリッドカプラ
　４６　可変ＲＦ位相シフタ
　４７Ａ，４７Ｂ　二重フィルタ
　５０　ビームフォーミングネットワーク
　６２１～Ｎ　アンテナ
　６４１～Ｎ　位相シフタ
　１００　基地局アンテナアセンブリ
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【手続補正書】
【提出日】平成29年4月12日(2017.4.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動端末と関連するベース帯域データシンボルを二つのベース帯域信号ブランチにマッ
ピングするとともに、複素事前コード化重みによる前記二つのベース帯域信号ブランチの
倍増を介して前記二つのベース帯域信号ブランチを事前コード化して事前コード化信号を
発生させるため前記二つのベース帯域信号ブランチの間に位相差を付与するための事前コ
ード化段階と、
　前記事前コード化信号にリソースを配分するための配分段階と、
　前記事前コード化信号を変調信号に変調するための変調段階と、
　前記変調信号をＲＦ信号に上方変換するためのベース帯域・無線周波数（ＲＦ）上方変
換段階と、
　位相差信号に応じた可変仰角面ビームチルトを持つ空間コヒーレントメインビームを二
つのポートで生成するための、さらに、前記ＲＦ信号を受信するための二つのポートを有
するビームフォーミングネットワークを包含する受動ＲＦアンテナアセンブリと、
を包含する基地局システム。
【請求項２】
　前記受動ＲＦアンテナアセンブリが、複数のアンテナ素子を包含し、前記複数のアンテ
ナ素子が、少なくとも五つのアンテナ素子を包含する、請求項１の基地局システム。
【請求項３】
　前記ベース帯域・無線（ＲＦ）上方変換段階がさらに、ＲＦ・ベース帯域下方変換段階
として機能し、受信ＲＦ信号を処理して、受信ベース帯域信号にするために、前記受信Ｒ
Ｆ信号が、前記受動ＲＦアンテナアセンブリからの位相差信号または振幅差重み付き信号
を包含する、請求項１の基地局システム。
【請求項４】
　さらに、前記受信ベース帯域信号にベクトル加算を実施するための受信合成段階を包含
する、請求項３の基地局システム。
【請求項５】
前記ベクトル加算が、最大比合成プロセスを包含する、請求項４の基地局システム。
【請求項６】
　前記最大比合成プロセスが、事後検出最大比合成プロセスを包含する、請求項５の基地
局システム。
【請求項７】
　移動端末と関連するベース帯域データシンボルを二つのベース帯域信号ブランチにマッ
ピングするとともに、複素事前コード化重みによる前記二つのベース帯域信号ブランチの
倍増を介して前記二つのベース帯域信号ブランチを事前コード化して事前コード化信号を
発生させるため前記二つのベース帯域信号ブランチの間に位相差を付与することと、
　前記事前コード化信号にリソースを配分することと、
　前記事前コード化信号を変調信号に変調することと、
　前記変調信号をＲＦ信号に上方変換することと、
　受動ＲＦアンテナアセンブリのビームフォーミングネットワークの二つのポートを介し
て前記ＲＦ信号を受信することと、
　位相差信号に応じた可変仰角面ビームチルトを持つ空間コヒーレントメインビームを二
つのポートで生成することと、
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を包含する方法。
【請求項８】
　前記受動ＲＦアンテナアセンブリが、複数のアンテナ素子を包含し、前記複数のアンテ
ナ素子が、少なくとも五つのアンテナ素子を包含する、請求項７の方法。
【請求項９】
　前記ベース帯域・無線（ＲＦ）上方変換段階がさらに、ＲＦ・ベース帯域下方変換段階
として機能し、受信ＲＦ信号を処理して、受信ベース帯域信号にするために、前記受信Ｒ
Ｆ信号が、前記受動ＲＦアンテナアセンブリからの位相差信号または振幅差重み付き信号
を包含する、請求項７の方法。
【請求項１０】
　さらに、前記受信ベース帯域信号にベクトル加算を実施することを包含する、請求項９
の方法。
【請求項１１】
　前記ベクトル加算が、最大比合成プロセスを包含する、請求項１０の方法。
【請求項１２】
　前記最大比合成プロセスが、事後検出最大比合成プロセスを包含する、請求項１１の方
法。
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